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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　
回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

(1) 連結経営指標等
売上高 (百万円) 56,695 57,911 57,398 58,133 58,365
経常利益 (百万円) 1,334 1,453 1,249 645 1,369
当期純損益 (百万円) 1,215 3,476 △2,326 70 303
純資産額 (百万円) 3,921 7,233 4,979 35,039 35,481
総資産額 (百万円) 107,978125,142119,518105,891102,759
１株当たり純資産額 (円) 63.92 117.95 81.05 195.47 199.73
１株当たり当期純損益 (円) 19.82 56.68 △37.87 0.79 2.96
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 0.58 2.08

自己資本比率 (％) 3.6 5.8 4.2 33.1 34.5
自己資本利益率 (％) 37.0 62.3 ― 0.4 0.9
株価収益率 (倍) 9.0 4.1 ― 403.8 97.0
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,399 4,684 6,520 4,547 4,684

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 354 △17,784 △1,037 7,800 △2,204

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,833 12,181 △5,353 △14,960 △3,920

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 7,248 6,392 6,533 3,997 2,654

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
2,719

〔1,040〕
2,998

〔1,465〕
3,017

〔1,212〕
2,879

〔1,137〕
2,855

〔1,037〕

(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (百万円) 37,584 38,764 38,178 38,497 39,279
経常利益 (百万円) 1,149 1,271 905 558 1,418
当期純損益 (百万円) 495 3,269 △2,087 79 655
資本金 (百万円) 3,080 3,080 3,080 18,102 18,102

発行済株式総数 (千株)

普通株式
61,616

優先株式
―

普通株式
61,616

優先株式
―

普通株式
61,616

優先株式
―

普通株式
102,716

優先株式
300

普通株式
102,716

優先株式
300

純資産額 (百万円) 3,549 6,815 4,749 34,761 35,211
総資産額 (百万円) 61,366 80,568 77,118 99,923 97,096
１株当たり純資産額 (円) 57.74 110.91 77.30 192.75 197.18

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

１株当たり当期純損益 (円) 8.06 53.19 △33.98 0.88 6.40
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 0.65 4.50

自己資本比率 (％) 5.8 8.5 6.2 34.8 36.3
自己資本利益率 (％) 15.1 63.1 ― 0.4 1.87
株価収益率 (倍) 22.2 4.3 ― 359.6 44.9
配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
1,699
〔739〕

1,841
〔760〕

1,808
〔708〕

1,800
〔646〕

1,740
〔640〕
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第78期、第79期及び第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載して

おりません。

３　第80期の自己資本利益率及び株価収益率は当期純損失計上のため記載しておりません。

４　△印は当期純損失、１株当たり当期純損失を表しております。

５　第79期の連結及び提出会社の当期純利益の大幅な増加は、匿名組合出資金分配金の計上等によるものでありま

す。

６　第80期の連結及び提出会社の当期純損失の大幅な増加は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失

の計上等によるものであります。

７　平成18年７月７日付をもって、第三者割当増資により、普通株式41,100,000株及びＡ種優先株式300,000株を発

行しております。

　

２ 【沿革】

昭和７年２月 株式会社新大阪ホテル創立(昭和48年９月現社名㈱ロイヤルホテルに変更)

昭和10年１月 新大阪ホテル開業(昭和48年８月閉鎖)

昭和28年７月 株式会社東京新大阪ホテル設立(昭和34年３月都市センターホテルの運営受託開始、昭

和48年９月㈱東京ロイヤルホテルに社名変更・現連結子会社)

昭和30年２月 株式会社新広島ホテル設立(昭和62年６月㈱広島グランドホテルに社名変更、平成７年

４月吸収合併)

昭和33年４月 大阪グランドホテル開業(平成20年３月閉鎖)

昭和36年10月 大阪証券取引所第二部に株式上場

昭和38年11月 株式会社大阪ロイヤルホテル設立(昭和45年２月吸収合併)

昭和40年10月 大阪ロイヤルホテル開業(平成９年４月リーガロイヤルホテルに改称)

昭和43年８月 株式会社京都グランドホテル設立(平成９年７月㈱リーガロイヤルホテル京都に社名

変更、平成13年４月吸収合併)

昭和44年11月 京都グランドホテル開業(平成９年４月リーガロイヤルホテル京都に改称)

昭和45年12月 株式会社ロイヤルタワーホテル設立(昭和53年２月吸収合併)

昭和48年９月 ロイヤルホテル新館(現リーガロイヤルホテルタワーウイング)開業

昭和61年12月 株式会社アール・ピー・ビルディング設立(現・連結子会社)

平成元年３月 株式会社リーガインターナショナル設立(平成19年12月清算)

RIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA PTY, LTD.設立(平成19年11月清算)

平成元年５月 株式会社リーガロイヤルホテル新居浜設立(現・連結子会社)

平成元年７月 ケアンズ・コロニアル・クラブ・リゾート開業(平成18年９月売却)

平成元年11月 RIHGA INTERNATIONAL U.S.A.,INC.設立(平成14年10月清算)

平成２年１月 株式会社リーガリアルエステート成田設立(平成13年３月売却)

平成２年５月 リーガロイヤルホテルニューヨーク開業(平成13年３月売却)

平成２年10月 リーガロイヤルホテル新居浜開業

平成３年９月 株式会社リーガロイヤルホテル広島設立(現・連結子会社)

平成４年６月 株式会社リーガロイヤルホテル小倉設立(現・連結子会社)

平成４年11月 株式会社リーガロイヤルホテル成田設立(平成13年10月清算)

平成５年４月 リーガロイヤルホテル小倉開業

平成５年７月 株式会社リーガロイヤルホテル早稲田設立(平成14年３月清算)

平成５年10月 リーガロイヤルホテル成田開業(平成13年３月営業譲渡)

平成６年４月 リーガロイヤルホテル広島開業
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平成６年５月 リーガロイヤルホテル早稲田開業(平成13年10月営業譲受、平成14年４月リーガロイヤ

ルホテル東京に改称)

平成18年４月 森トラスト株式会社と資本業務提携契約を締結
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３ 【事業の内容】

当社グループは当社、子会社11社及び関連会社１社で構成され、内外顧客の宿泊・料理飲食・貸席等を中

心とするホテル事業を経営する会社、及びホテル附帯事業を経営する会社で構成され、当社がその子会社及

び関連会社の経営指導を実施しながら事業活動の展開をしております。

その主な事業内容と当社グループの事業に係わる各社の位置づけについては、次のとおりであります。

　

①　ホテル事業

　　ホテル事業の経営 当社(リーガロイヤルホテル(大阪)、リーガロイヤルホテル京都、リー

ガロイヤルホテル東京)及び㈱リーガロイヤルホテル広島、㈱リーガロ

イヤルホテル小倉、㈱リーガロイヤルホテル新居浜、㈱東京ロイヤルホ

テル、㈱リーガ中之島イン、㈱広島エアポートホテル、ブリヂストン・

リーガ㈱の８社は10ホテルを経営しております。

　　ホテル附帯事業の経営 ㈱アール・ピー・ビルディング、中之島サービス㈱、広島サービス㈱及

び㈱リーガフーヅ北九州はホテルに附帯する各種事業を経営しており

ます。

②　その他の事業 ホテル外に展開している茨木カンツリー倶楽部食堂、関電会館、住友ク

ラブ食堂等の８ヵ店の営業をおこなっております。

　

(注)１ ㈱広島エアポートホテル及び広島サービス㈱は、重要性が増したことにより当連結会計年度より連結の範囲

に含めております。

２ RIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA PTY,LTD.は平成19年11月24日に、㈱リーガインターナショナルは平成19年

12月21日にそれぞれ清算結了致しました。

３ 上記の他、その他の関係会社として株式会社森トラスト・ホールディングス、森トラスト株式会社がありま

す。
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事業の系統図は次のとおりであります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ロイヤルホテル(E04540)

有価証券報告書

 6/95



４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱リーガロイヤル
ホテル広島　(注)2,7

広島市
中区

3,000ホテル事業 51.2
資金の貸付
役員の兼任等…有

㈱リーガロイヤル
ホテル小倉　(注)2,4

北九州市
小倉北区

3,000ホテル事業 41.1
資金の貸付、債務保証
役員の兼任等…有

㈱リーガロイヤル
ホテル新居浜　(注)2,5

愛媛県
新居浜市

4,100ホテル事業
64.1
(13.4)

資金の貸付
役員の兼任等…有

㈱東京ロイヤルホテル
東京都
千代田区

49ホテル事業
100.0
(27.3)

役員の兼任等…有

㈱リーガ中之島イン
大阪市
西区

10ホテル事業 100.0
資金の貸付、債務保証
役員の兼任等…有

㈱アール・
ピー・ビルディング

大阪市
北区

230ホテル事業 100.0
資金の貸付
ホテル設備の賃貸借
役員の兼任等…有

中之島サービス㈱
大阪市
北区

10ホテル事業 100.0
債務保証
役員の兼任等…無

㈱広島エアポートホテル
広島県
三原市

10ホテル事業
80.0　　　　
     (80.0)

役員の兼任等…無

広島サービス㈱
広島市
中区

10ホテル事業
100.0
(50.0)

役員の兼任等…無

(持分法適用非連結子会社)

㈱リーガ
フーヅ北九州　(注)４

北九州市
小倉北区

20ホテル事業
47.5
(47.5)

資金の貸付
役員の兼任等…無

(持分法適用関連会社)

ブリヂストン・リーガ㈱
大阪府
堺市

2,000ホテル事業 20.0役員の兼任等…有

(その他の関係会社)

㈱森トラスト・
ホールディングス

東京都
港区

1,000株式保有
被所有

40.3
(40.3)

―

森トラスト㈱
東京都
港区

10,000

都市開発及
び不動産の
所有・賃貸
・管理

被所有
40.3

当社と資本業務提携を締
結しております。
役員の兼任等…有

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類の名称を記載しております。
２　特定子会社であります。
３　議決権の所有割合欄の(　)は内書で間接所有(被所有)であります。
４　持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。
５　連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある関係会社は以下のとおりであります。

㈱リーガロイヤルホテル新居浜 債務超過額 5,189百万円
６　前連結会計年度まで連結子会社であったRIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA PTY,LTD.は平成19年11月24日に、㈱
リーガインターナショナルは平成19年12月21日にそれぞれ清算結了しております。　

７　売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えている関係会社は以下
のとおりであります。

　　主要な損益情報等

㈱リーガロイヤルホテル広島

①　売上高 8,762百万円

②　経常利益 27百万円

③　当期純利益 5百万円

④　純資産額 20百万円

⑤　総資産額 14,187百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ホテル事業
2,770
〔952〕

その他の事業
85

〔85〕

合計
2,855

〔1,037〕

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,740
〔640〕

36.4 12.3 3,889,000

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社並びに連結子会社４社には、リーガ労働組合連合会が組織(組合員数1,865人)されており、日本労

働組合総連合会、サービス・ツーリズム産業労働組合連合会に所属しております。なお、労使関係は安定

しており特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、上期は堅調な企業業績を背景とした設備投資の増加や雇用環境の

改善等により、景気は緩やかな拡大基調で推移いたしましたが、下期には米国のサブプライムローン問

題による金融市場の混乱や原油価格の高騰、円高の進行等から景気の後退懸念が強まってまいりまし

た。 

  ホテル業界におきましても競争がより一層激化し、また原材料コストが上昇するなど、当社を取り巻

く経済環境は、依然厳しいものがありました。 

　このような状況ではありましたが、当社では、より多くのお客様へ「感動と満足」をご提供すること

を基本に「新たな商品・サービス」の充実を追求し、全社員が一丸となって「最高級ホテルのブラン

ドの確立」を図るため、当連結会計年度もさまざまな展開を行ってまいりました。 

当連結会計年度における業績の概況は以下のとおりであります。

　

［ホテル事業］

営業面では、競争力を強化するため、積極的な改装・出店を行いました。 

　旗艦のリーガロイヤルホテル（大阪）では、昨年7月にメインロビーの改装を実施しました。「日本の

自然・日本の美」をデザインテーマに照明で「森の木漏れ陽」を演出した新しいメインロビーは高い

評価を頂戴しております。また、客室部門では、ウエストウイングにあるシングルルームの快適性を一

層追求し、１ランク上の客室に全面改装いたしました。同じく大阪では、昨年5月に高級チョコレート専

門店「ショコラブティック　レクラ」、ブッフェレストラン「水辺（みずべ）」を、リーガロイヤルホ

テル東京では、昨年9月に「中国料理　皇家龍鳳」をオープンいたしました。特に大阪の「ショコラブ

ティック　レクラ」は、ユニークな惑星チョコレートや和風チョコレートで大変話題となっています。 

  このように営業強化策をいろいろと図りました結果、当連結会計年度のホテル事業の売上高は

56,820百万円と、前連結会計年度比313百万円（0.6％）の増収となりました。 

　

［その他の事業］

茨木カンツリー倶楽部食堂、関電会館、住友クラブ食堂などホテル外でレストランの営業を行ってお

ります。営業所の一部を閉鎖したこともあり、当連結会計年度の売上高は1,545百万円と、前連結会計年

度比81百万円（5.0％）の減収となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は58,365百万円と、前連結会計年度比232百万円（0.4％）の増

収となりました。
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一方損益面は、売上増による売上総利益の増加、ＢＰＲ（業務過程見直し）によるコスト削減を一層

推進したこと及び前連結会計年度に発生したシンジケートローン手数料がなかったことなどから、経

常利益は1,369百万円と、前連結会計年度比723百万円の大幅な増益となりました。特別損益では、特別

損失として固定資産除却損363百万円、在外子会社清算に伴う為替換算調整勘定取崩額334百万円など

を計上した結果、当期純利益は303百万円となりました。  

　

なお、在外子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

(注)　「第２ 事業の状況」に記載されている金額は、消費税等抜きで表示しております。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動による資金の増加が

投資活動及び財務活動による資金の減少を下回ったため、前連結会計年度末と比べ1,342百万円減少し、

2,654百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動により得られた資金は、前連結会計年度と比べ137百万円増加し、4,684百

万円となりました。 

　これは主に、税金等調整前当期純利益の増加によるものであります。 

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の投資活動により使用した資金は2,204百万円となりました。（前連結会計年度は

7,800百万円の収入） 

　当連結会計年度の主な支出は有形固定資産の取得による支出2,193百万円であり、前連結会計年度の

主な収入は長期差入保証金の返還による収入7,508百万円であります。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の財務活動により使用した資金は、前連結会計年度と比べ11,040百万円減少の3,920

百万円となりました。 

　これは主に、前連結会計年度は株式の発行による収入30,001百万円があった一方、借入金の純減少額

43,924百万円等があり使用した資金は14,960百万円でありましたが、当連結会計年度は長期借入金の

返済及び利息の支払等により使用した資金が3,920百万円であったことによるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

部門別売上実績

　

部門

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

客室 10,789 △3.0

宴会 20,943 1.8

食堂 14,167 △3.8

その他 10,919 8.2

ホテル事業計 56,820 0.6

その他の事業 1,545 △5.0

合計 58,365 0.4

(注)　受注生産は行っておりません。

　

３ 【対処すべき課題】

マクロ経済面では、原油価格や原材料の高騰、サブプライムローン問題の長期化による米国経済の減速

など、当面は不透明な経済環境が続くものと予想されます。こうした環境の下、ホテル業界におきまして

も、個人消費の伸び悩みや原材料の高騰など依然厳しい経営環境が続くものと予想しております。

このような状況下において、当社は、平成18年を「第二創業期」のスタートの年として、競争力強化の

ため、積極的な設備投資を実施しております。単なる改装ではなく「真にお客様にご満足いただけるも

の」を追求し、施設面での充実を図ってまいります。 

　また、ホテルの家庭料理を全国へ宅配するという新しいビジネス「ベース21」の立ち上げ、新調理技法

により質の高い料理を受託先レストランへ供給するシステム等、新しい事業展開により、収益源の拡大を

目指してまいります。一方、ホテル事業においては、サービス力強化とＢＰＲによる業務効率化の両立を

重要課題と位置付けてお客様へのサービスに一層注力できる環境を作りあげてまいります。

  また、本年５月には有力シティホテルである株式会社ホテルオークラと戦略的業務提携で合意し、その

第一歩として宿泊業務の販売促進のためのマーケティング業務を統合するために合弁子会社を設立しま

した。これによりお客様への利便性、サービスレベルの向上を図ると共に、営業力の強化、効率性の一段の

推進に取り組みます。今後さらに幅広い分野での提携の強化を検討してまいります。 

　旗艦であるリーガロイヤルホテル（大阪）については、本年10月に京阪電鉄の中之島線が開通になり、

地下通路で駅とホテルが直結し、京都の中心部へも約１時間と利便性が格段に増します。また、それを機

にホテルのある中之島西部地区の再開発も一段と進むものと思われますが、当社はその中で中核の施設

となるホテルとして果たすべき役割を追求し、新たな将来像を描いてまいります。 

　以上の点を経営の柱とし、当社及びグループホテル一丸となって業績の向上に邁進する所存でありま

す。 
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 景気、海外情勢等

当社グループの経営成績は、食堂・婚礼等においては一般消費者の影響を、また宴会などでは企業業績

の動向などの影響を受けやすい他、宿泊では国際紛争や流行疾患などによる旅行客の動向にも影響を受

ける可能性があります。

　

(2) 食中毒

当社グループは食事の提供と食品の販売を行なっており、新たな病原菌や管理の瑕疵等により食中毒

が発生した場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

　

(3) 施設の毀損、劣化

当社グループは、事業用に相応の固定資産を必要とします。従って地震、火災等の災害の影響を受ける

可能性があります。

　

(4) 金利動向

当社グループは、初期投資を必要とする業態であることから外部負債の依存度が高く、金利動向の影響

を受ける可能性があります。

　

(5) 投融資

当社グループは、国内各地でホテル展開を行なっていますが、個別ホテルの業績動向によっては、グ

ループの業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

　

(6) 減損会計

将来における地価の動向や収益状況によっては、減損損失が発生し、当社グループの業績に影響を与え

る可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

特記事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ3,131百万円減少し、102,759百万円となりまし

た。内訳では流動資産が同1,621百万円減少し7,375百万円、固定資産は同1,480百万円減少して95,345百

万円となりました。

固定資産のうち有形固定資産は、前連結会計年度末比1,303百万円減少し79,131百万円となりました。

これは投資による有形固定資産の取得が1,792百万円ありましたものの、減価償却費を2,839百万円計上

したことが主因であります。

投資その他の資産は、前連結会計年度末比233百万円減少し15,983百万円となりました。これは長期貸

付金が回収により97百万円減少したこと等によります。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,573百万円減少し、67,278百万円となりま

した。これは借入金の返済が進み借入金が2,791百万円減少したことが主因であります。

当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ441百万円増加し、35,481百万円となりました。

これは当期純利益が303百万円であったことが主因であります。これにより自己資本比率は前連結会計年

度末の33.1％から34.5％となり、１株当たりの純資産は、前連結会計年度末の195.47円から199.73円とな

りました。

　

(2) 経営成績

当連結会計年度の売上高は58,365百万円で、前連結会計年度に比べ232百万円（0.4％）増加しました。

これは、旗艦のリーガロイヤルホテル（大阪）で、大型学会や世界陸上大阪大会の開催等の好影響に加

え、企業のインセンティブ物件が増加したことにより、「宴会部門」が前連結会計年度比1.8％の増収と

なったことが主因であります。

損益面では、売上増による売上総利益の増加、ＢＰＲによるコスト削減を一層推進したこと及び前連結

会計年度に発生したシンジケートローン手数料がなかったことなどから、経常利益は1,369百万円と、前

連結会計年度比723百万円（112.1％）の大幅な増益となりました。特別損益では、特別損失に固定資産除

却損363百万円、在外子会社清算に伴う為替換算調整勘定取崩額334百万円などを計上し、当期純利益は

303百万円と、前連結会計年度比232百万円（329.5％）の増益となりました。  

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

　

(4) 経営者の問題意識と今後の方針

「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載のとおりであります。

　

（注）なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度については、ホテル事業において、全体で1,792百万円の設備投資を実施しました。

主要な設備投資と投資額は、リーガロイヤルホテル（大阪）におけるメインロビー改装工事241百万

円、ウエストウイング客室シングルルーム改装工事213百万円、地下１階パレロイヤル広場改装工事117百

万円であります。

これらにかかる所要資金については、自己資金にて賄いました。

　

(注)　「第３　設備の状況」に記載されている金額は、消費税等抜きで表示しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の内容 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
土地

(面積千㎡)
その他 合計

リーガロイヤルホテル(大阪)
(大阪市北区)

ホテル事業 ホテル設備 18,310
10,170

(3)
1,05029,531

1,119
(355)

リーガロイヤルホテル京都
(京都市下京区)

ホテル事業 ホテル設備 2,943
4,152
(9)

248 7,344
316
(154)

リーガロイヤルホテル東京
(東京都新宿区)

ホテル事業 ホテル設備 214 ― 130 345
220
(46)

リーガロイヤルＮＣＢ
(大阪市北区)　他７店

その他の事業 食堂設備 8 ― 15 24
85
(85)
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(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の内容 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
土地

(面積千㎡)
その他 合計

㈱リーガロイヤル
ホテル広島

リーガロイヤル
ホテル広島
(広島市中区)

ホテル事業 ホテル設備 8,119 ― 401 8,521
358
(1)

㈱リーガロイヤル
ホテル小倉

リーガロイヤル
ホテル小倉
(北九州市小倉北区)

ホテル事業 ホテル設備 6,782 ― 99 6,881
207
(78)

㈱リーガロイヤル
ホテル新居浜

リーガロイヤル
ホテル新居浜
(愛媛県新居浜市)

ホテル事業 ホテル設備 3,597 ― 107 3,704
107
(36)

㈱アール・ピー・
ビルディング

リーガロイヤル
ホテル(大阪)
(大阪市北区)

ホテル事業 ホテル設備 4,221
12,922
(12)

11 17,155
3
(0)

㈱アール・ピー・
ビルディング

リーガロイヤル
ホテル東京
(東京都新宿区)

ホテル事業 ホテル設備 5,586 ― ― 5,586
0
(0)

　

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、工具器具及び備品等であります。

２　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

３　土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は4,572百万円であります。主要な賃借及びリース設備と

して、以下のものがあります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の内容 設備の内容
土地面積
(千㎡)

建物面積
(千㎡)

賃借料又は
リース料
(百万円)

㈱リーガロイヤル
ホテル広島

リーガロイヤル
ホテル広島
(広島市中区)

ホテル事業 ホテル設備 ― 68
年間賃借料

1,588

㈱リーガロイヤル
ホテル小倉

リーガロイヤル
ホテル小倉
(北九州市小倉北区)

ホテル事業 ホテル設備 ― 58
年間賃借料

784

㈱リーガロイヤル
ホテル新居浜

リーガロイヤル
ホテル新居浜
(愛媛県新居浜市)

ホテル事業 ホテル設備 34 ―
年間賃借料

30

㈱アール・ピー・
ビルディング

リーガロイヤル
ホテル東京
(東京都新宿区)

ホテル事業 ホテル設備 ― 31
年間賃借料

614

㈱リーガ中之島
イン

リーガ中之島イン
(大阪市西区)

ホテル事業 ホテル設備 ― 7
年間賃借料

218
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の内容 設備の内容
総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

提出会社
リーガロイヤル
ホテル(大阪）
（大阪市北区）

ホテル事業
客室・宴会場・ロ
ビー改装等

6,4001,847
増資資金
及び自己
資金

平成18年
　９月

平成22年
　　３月

改装のため能力の
増加はありませ
ん。

提出会社
リーガロイヤル
ホテル京都
(京都市下京区)

ホテル事業
客室・宴会場・ロ
ビー改装等

1,600 340
増資資金
及び自己
資金

平成18年
　　９月

平成22年
　　３月

改装のため能力の
増加はありませ
ん。

㈱リーガロ
イヤルホテ
ル広島

リーガロイヤル
ホテル広島
（広島市中区）

ホテル事業
客室・レストラン
改装等

1,100 146
借入金及
び自己資
金

平成19年
　　１月

平成22年
　　３月

改装のため能力の
増加はありませ
ん。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

Ａ種優先株式 300,000

計 200,300,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成20年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 102,716,515 102,716,515
大阪証券取引所
(市場第二部)

―

Ａ種優先株式 300,000 300,000 ― （注）

計 103,016,515 103,016,515― ―

（注）Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

(Ａ)優先配当金

当社は、Ａ種優先株式（以下「本優先株式」という。）を有する株主（以下「本優先株主」という。）又は本優先

株式の登録株式質権者（以下「優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、本優先株式１株

につき、下記①に定める額の剰余金（以下「本優先配当金」という。）を配当する。

但し、下記(Ｂ)に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額とする。

①優先配当金

イ．本優先配当金の額は、本優先株式１株当たりの払込金額（５万円）にそれぞれの事業年度ごとに下記ロで定め

る配当年率を乗じて算出した金額とする。但し、平成25年３月31日に終了する事業年度までの本優先配当金の

支払いについては、その上限を1,000円とする。

ロ. 配当年率は、平成18年７月７日（払込期日）以降、翌年の３月31日までの各事業年度について、下記算式により

計算される年率とする。

配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋０．７５％
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日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）は、平成19年３月31日までは平成18年７月７日及び同年10月１日の２時点、そ

れ以降は、各年４月１日及びその直後の10月１日の２時点において、午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ

（６ヶ月物）として、全国銀行協会によって公表される数値の平均値を指すものとする。平成18年７月７日、各

年４月１日または10月１日に日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）が公表されない場合は、同日、ロンドン時間午前

11時におけるユーロ円ＬＩＢＯＲ（６ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会（ＢＢＡ）によって公

表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）に代えて用いるも

のとする。

日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）又はこれに代えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４

位を四捨五入する。各年４月１日及び10月１日当日が銀行休業日の場合は、直前営業日に公表される数値を用

いるものとする。

②累積条項

ある事業年度において本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して支払う１株当たりの期末配当金の額が本優

先配当金に達しない場合においても、その差額は翌事業年度に累積しない。

③非参加条項

本優先株主又は本優先登録株式質権者に対しては、本優先配当金を超えて配当を行わない。

(Ｂ)優先中間配当金

イ．当社は中間配当を行うときは、本優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者

に先立ち、本優先株式１株当たりの払込金額にそれぞれの事業年度ごとに下記ロで定める中間配当年率を乗じ

て算出した金額の２分の１に相当する金額（以下「本優先中間配当金」という。）を支払う。但し、平成25年３

月31日に終了する事業年度までの本優先中間配当金の支払いについては、その上限を500円とする。

ロ．中間配当年率は、平成18年７月７日（払込期日）以降、翌年の９月30日までの各半期事業年度について、下記算

式により計算される年率とする。

中間配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）＋０．７５％

日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）は、平成18年９月30日までは平成18年７月７日の時点、それ以降は、各年４月１

日時点において、午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月物）として、全国銀行協会によって公表される

数値を指すものとする。

その他の規定については、上記(Ａ)優先配当金①ロに準じるものとする。

(Ｃ)残余財産の分配

残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に

先立ち、本優先株式１株につき５万円を支払う。本優先株主又は本優先登録株式質権者に対しては、このほか、残余

財産の分配は行わない。

(Ｄ)議決権

本優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(Ｅ)種類株主総会

本優先株式については、会社法第322条第１項各号の決議を要しない。
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(Ｆ)取得請求権

①償還請求

本優先株主は、当社に対して、平成28年７月８日（払込期日後10年を経過した日）以後いつでも（①により取得請

求をされる日を、以下「償還日」という。）、本優先株式１株につき５万円及び取得日の属する事業年度における本

優先配当金額（取得日が４月１日から９月30日の場合、優先中間配当金額）に相当する額の合計額をもって、その

有する本優先株式の全部又は一部を取得することを請求することができる。

②転換予約権

本優先株主は、当社に対して、下記に定める条件により、その有する本優先株式の全部又は一部を取得することを請

求することができるものとし、当社は当該本優先株主に対して、本優先株式を取得することと引換えに、下記に定め

る条件で、当社の普通株式（以下「当社普通株式」という。）を交付するものとする。

イ．本優先株式を取得することを請求することができる期間

平成25年７月８日（払込期日後７年を経過した日）から平成43年７月６日までとする。

ロ．本優先株式を取得することと引換えに交付する株式の種類及び数の算定方法

(イ) 本優先株式を取得することと引換えに交付する株式の種類

当社普通株式

(ロ) 本優先株式を取得することと引換えに交付する株式の数の算定方法

本優先株式を取得することと引換えに交付する株式の数は、次の算式により算出されるものとし、本優

先株式１株の取得と引換えに交付すべき当社普通株式の数は、次の算出式により算出される「取得と引

換えに交付すべき当社の普通株式数」を本優先株主が取得請求に際して提出した本優先株式の数で除

した数とする。

取得と引換えに交付
すべき普通株式数

＝
優先株主が取得請求に際して
提出した優先株式の払込金額
の総額

÷ 交付価額

交付すべき株式数の算出にあたって１株未満の端数を生じたときは、会社法第167条第３項各号に掲げ

る場合の区分に応じ、当該各号に定める額にその端数を乗じて得た額に相当する金銭を交付する。

ハ．交付価額

(イ) 当初交付価額

当初交付価額は、346円80銭とする。

(ロ) 交付価額の修正

平成26年４月１日以降平成43年４月１日までの毎年４月１日（以下「決定日」という。）以降、交付価

額は、決定日に先立つ45取引日に始まる30取引日の大阪証券取引所における当社の普通株式の普通取引

の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）に相当する金額（円単位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。以下「決定日価額」という。）に修正される

（なお、上記45取引日の間に、下記（ハ）で定める交付価額の調整事由が生じた場合には、修正後の交付

価額は、下記（ハ）に準じて調整される）。但し、かかる算出の結果、決定日価額が当初交付価額の50％

（以下「下限交付価額」という。但し、下記（ハ）による調整を受ける。）を下回る場合には、修正後の

交付価額は下限交付価額とし、決定日価額が当初交付価額の200％（以下「上限交付価額」という。但

し、下記（ハ）による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後の交付価額は上限交付価額とする。
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(ハ) 交付価額の調整

（ａ）交付価額（上記（ロ）の下限交付価額及び上限交付価額を含む。）は、当社が本優先株式を発行

後、次の（ⅰ）から（ⅴ）までのいずれかに該当する場合には、次の算式（以下「交付価額調整

式」という。）により調整される。但し、次の（ⅰ）から（ⅴ）が適用される時点で、下記（ｃ）に

定める時価が存在しない場合は、時価を調整前交付価額と置き換えて交付価額調整式を適用する

ものとする。

　

　
調整後
交付価額

　

　

＝

　

　
調整前
交付価額

　

　

×

　
既発行
普通株式数

　
＋

新規発行・
処分普通株式数

×
１株当たり
払込金額・処分価額

１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数

調整後交付価額は円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

（ⅰ）下記（ｃ）に定める時価（上記（ａ）但書の場合は、調整前交付価額。以下同様とする。）を下回

る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行又は当社の有する当社普通株式を処分する場合（但

し、本号（ⅲ）又は（ⅳ）に記載の株式、新株予約権、新株予約権付社債その他の証券の転換、交換又

は行使により当社普通株式が交付される場合を除く。）

調整後交付価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日。以

下同様とする。）の翌日以降、また、当社普通株主に当社普通株式の割当てを受ける権利を与える場

合には当該割当てにかかる基準日の翌日以降これを適用する。

（ⅱ）当社普通株式の株式分割をする場合

調整後交付価額は、株式分割によって増加する普通株式数（但し、株式分割の基準日において当社の

有する当社普通株式にかかる増加株式数を除くものとする。）をもって新発行・処分株式数とした

上で交付価額調整式を準用して算出するものとし、株式分割のための基準日の翌日以降これを適用

する。

（ⅲ）当社普通株式の交付を請求できる株式、新株予約権又は新株予約権付社債その他の証券を発行す

る場合

調整後交付価額は、発行される新株予約権若しくは新株予約権付社債又はその他証券の全てが当初

の条件で転換、交換又は行使されたものとみなして交付価額調整式を準用して算出するものとし、払

込期日（新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日）の翌日以降これを適用する。但し、その

当社普通株主に当該証券又は権利の割当てを受ける権利を与える場合には当該割当てにかかる基準

日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、行使に際して交付される当社普通株式の対価が当該証券又は権利が発行された

時点で確定していない場合は、調整後交付価額は、当該対価の確定時点で残存する証券又は権利の全

てが当該条件で行使されたものとみなして交付価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価

が確定した日の翌日以降これを適用する。

（ⅳ）下記（ｃ）に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式に交換される取得条項付株式（但

し、本号（ⅲ）に該当するものを除く。）を発行する場合

調整後交付価額は、発行された取得条項付株式の全てがその時点での条件で当社普通株式に交換さ

れたものとみなして交付価額調整式を準用して算出するものとし、取得事由の発生日の翌日以降こ

れを適用する。
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（ⅴ）上記（ⅰ）乃至（ⅳ）の各取引において、当社普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日が設定され、かつ、各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の

機関の承認を条件としているときには、上記（ⅰ）乃至（ⅳ）にかかわらず、調整後交付価額は、当

該承認があった日の翌日以降これを適用するものとする。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本優先株式の取得に換

えて当社普通株式を交付する取得請求権の行使をなした者に対しては、次の算出方法により、当社普

通株式を追加して交付するものとする。

　
株式数 ＝

(調整前交付価額
－調整後交付価額)

×
調整前交付価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後交付価額

この場合に１株未満の端数を生じたときは、その端数に調整後の転換価額を乗じた金額を支払う。但

し、１円未満の端数は切り捨てる。

（ⅵ）上記（ⅲ）及び（ⅳ）における対価とは、当該株式又は新株予約権の発行に際して払込みがなさ

れた額から、その取得又は行使に際して当該株式又は新株予約権の所持人に交付される金銭その他

の財産の価額を控除した金額を、その取得又は行使に際して交付される当社普通株式の数で除した

金額をいう。

（ｂ）当社は、上記（ハ）（ａ）に定める交付価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、

取締役会の決議により客観的に合理的な交付価額の調整を行うものとする。

（ⅰ）合併、資本の減少又は普通株式の併合等により交付価額の調整を必要とする場合

（ⅱ）その他当社普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により交付価額の調整を必要

とする場合

（ⅲ）交付価額を調整すべき事項が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後交付価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき　

（ｃ）交付価額調整式で使用する１株当たり時価は、調整後交付価額を適用する日（但し、上記（ａ）(ⅴ)

の場合には基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の大阪証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算

は円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間に、上

記（ａ）又は（ｂ）に定める交付価額の調整事由が生じた場合には、上記平均値は上記（ａ）又は

（ｂ）に準じて調整される。

（ｄ）交付価額調整式で使用する調整前交付価額は、調整後交付価額を適用する日の前日において有効な交

付価額とする。
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（ｅ）交付価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日が定められている場合はその日、基準日が定

められていない場合は調整後交付価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式

数（当該日における当社が有する当社普通株式数を除く。）とする。また、上記（ａ）（ⅱ）の場合に

は、交付価額調整式で使用する新規発行・処分普通株式数は、基準日における自己株式に係り増加し

た当社普通株式数を含まないものとする。さらに、上記（ａ）（ⅰ）乃至（ⅳ）のいずれにかにより

交付価額の調整を算出するにあたり（以下「現調整時」という。）、当該調整式における調整前交付

価額が当社の普通株式、当社の普通株式が交付される取得請求権付株式若しくは新株予約権（新株予

約権付社債を含む。）並びに当社の普通株式が交付される取得条項付株式、取得条項付新株予約権若

しくは新株予約権付社債（取得条項付新株予約権が付されているものに限る。）の交付により調整さ

れている場合（又は当該調整が下記（ｆ）但書により考慮されたものである場合）、当該調整を算出

するために交付されたものとみなされた当社の普通株式数が、現調整時において実際に交付された当

社の普通株式を上回る限りにおいて、当該交付価額調整式の既発行普通株式数を確定するため、現調

整時において交付されていない当社の普通株式は、交付されたものとみなすものとする。

（ｆ）交付価額調整式により算出された調整後交付価額と調整前交付価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、交付価額の調整はこれを行わない。但し、その後交付価額の調整を必要とする事由が発生し、

交付価額を算出する場合には、交付価額調整式中の調整前交付価額に代えて調整前交付価額からこの

差額を差引いた額を使用する。

(Ｇ)取得条項

①強制償還

当社は、いつでも当社取締役会において定める日（以下「取得日」という。）に、下記の価額をもって、本優先株式

の全部又は一部を取得することができる。本優先株式の一部を取得する場合は、抽選による。

平成18年７月７日から平成25年７月７日まで本優先株式１株につき

５万円　　　×　　１０２％

平成25年７月８日以降本優先株式１株につき

５万円 ×
取得日における当社普通株式の時価 × ９３％

取得日における交付価額

但し、以下に定める金額を下限とする。

５万円 ×
（１＋取得日における配当年率（取得日が４月１日から９月30日
の場合は中間配当年率）（それぞれ、２％を下限とする。））

②強制転換

当社は、平成43年７月６日までに取得請求が行われなかった本優先株式については、平成43年７月７日（以下「一

斉取得日」という。）をもって、そのすべてを取得するものとする。

当社は、本優先株式を取得するのと引換えに、当該本優先株式の優先株主に対して、各優先株主の有する本優先株式

の払込金相当額を、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の大阪証券取引所における当社の普通株式の

普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（但し、終値のない日数は除き、その計算は円単位未満小数第

２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）で除して得られる数の普通株式を交付するものとする。但し、

当該平均値が、下限交付価額を下回るときは、各優先株主の有する本優先株式の払込金相当額を当該下限交付価額

で除して得られる数、又は、当該平均値が上限交付価額を上回るときは、各優先株主の有する本優先株式の払込金相

当額を当該上限交付価額で除して得られる数の普通株式となる。上記の普通株式の数の算出に当たって１株未満の

端数が生じたときは、会社法第234条の規定に基づきその端数に応じた金銭を交付する。

　

EDINET提出書類

株式会社ロイヤルホテル(E04540)

有価証券報告書

22/95



(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

（普通株式）
平成18年７月７日

41,100,000102,716,5157,521 10,602 7,480 7,480

（Ａ種優先株式）
平成18年７月７日

300,000300,000 7,500 18,102 7,500 14,980

(注) １　普通株式の増加の内訳は、次の通りであります。

　　　第三者割当　発行株数 41,100千株、発行価額 365円、資本組入額 183円

　　　　　　　　　割当先 森トラスト株式会社

２　Ａ種優先株式の増加の内訳は、次の通りであります。

　　　第三者割当　発行株数 300千株、発行価額 50,000円、資本組入額 25,000円

　　　　　　　　　割当先 株式会社三井住友銀行
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(5) 【所有者別状況】

  ①普通株式

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 10 10 225 6 2 8,3498,602 ―

所有株式数
(単元)

― 8,693 221 73,866 245 11 19,311102,347369,515

所有株式数
の割合(％)

― 8.49 0.22 72.18 0.24 0.01 18.86100.00 ―

(注) １　自己株式209,788株は「個人その他」の欄に209単元、「単元未満株式の状況」の欄に788株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれております。

　

    ②Ａ種優先株式

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 ― ― ― ― ― 1

所有株式数
(千株)

― 300 ― ― ― ― ― 300

所有株式数
の割合(％)

― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00
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(6) 【大株主の状況】

①普通株式

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

森トラスト株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目３番17号 41,100 40.01

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３丁目７番１号 9,613 9.36

サントリー株式会社 大阪市北区堂島浜２丁目１番40号 7,167 6.98

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,924 2.85

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 1,794 1.75

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,560 1.52

三井住友ファイナンス＆リース
株式会社

東京都港区西新橋３丁目９番４号 1,330 1.29

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４丁目１番13号 1,120 1.09

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 1,060 1.03

住友化学株式会社 東京都中央区新川２丁目27番１号 1,000 0.97

計 ― 68,669 66.85

（注）　三井住友ファイナンス＆リース株式会社は、平成19年10月１日付で三井住友銀リース株式会社と住商リース株

　　　　式会社が合併したものであります。

　

②Ａ種優先株式

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 300 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

300,000
― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 209,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
 

　
102,138,000

102,138 ―

単元未満株式
普通株式
 

　
369,515

― ―

発行済株式総数（普通株式） 102,716,515 ― ―

発行済株式総数（Ａ種優先株式） 300,000 ― ―

総株主の議決権 ― 102,138 ―

(注) １　「無議決権株式」欄のＡ種優先株式の内容については、第４〔提出会社の状況〕　1〔株式等の状況〕(1)〔株

式の総数等〕　②〔発行済株式〕の注記に記載しております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が28,000株(議決権28個)含まれ

ております。

３　１単元の株式数は1,000株であります。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社ロイヤルホテル
大阪市北区中之島
５丁目３番68号

209,000 ― 209,000 0.20

計 ― 209,000 ― 209,000 0.20

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　
　

　【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区　　　　　分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 16,844 5,358,646

当期間における取得自己株式 1,727 498,305

(注)　当事業年度における取得自己株式とは、平成19年４月１日から平成20年３月31日までに取得したものであります。

当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておらず、平成20年４月１日から平成20年５月31日までに取得したものであります。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 209,788 ― 211,515 ―

但し、当期間保有自己株式数は、平成20年５月31日時点のものであります。

　

３ 【配当政策】

当社は、利益に対応して安定配当を行うことを基本方針としております。

剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

　当事業年度の配当につきましては、今後の見通し等を勘案し、無配としました。 

　内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えとすることとしております。 

また、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めています。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 239 275 438 439 345

最低(円) 93 178 204 285 276

(注)　最高・最低株価は、いずれも大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 323 320 313 305 313 330

最低(円) 312 301 276 278 293 287

(注)　最高・最低株価は、いずれも大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
取締役会長

佃　　　孝　之 昭和18年８月23日生

昭和43年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）３ 41

平成７年６月 同行取締役

平成10年11月 同行常務取締役

平成13年１月 同行代表取締役専務取締役(兼)専

務執行役員

平成13年４月 当社顧問

平成13年６月 代表取締役社長

平成19年６月 代表取締役会長（現）

代表取締役
取締役社長

川　越　　　一 昭和21年１月30日生

昭和43年３月 当社入社

（注）３ 21

平成８年６月 取締役

平成10年４月 ㈱リーガロイヤルホテル京都総支

配人

平成12年６月 ㈱リーガロイヤルホテル早稲田代

表取締役専務取締役

平成13年10月 当社常務執行役員

リーガロイヤルホテル早稲田(現

・リーガロイヤルホテル東京)総

支配人

平成14年６月 常務取締役

平成15年６月 代表取締役専務取締役

平成17年２月 ㈱リーガロイヤルホテル小倉代表

取締役社長

平成17年６月 ㈱リーガロイヤルホテル広島代表

取締役社長

平成19年６月 当社代表取締役社長（現）

代表取締役
専務取締役

リーガロイヤル
ホテル（大阪）
総支配人

田　附　　　隆 昭和23年３月27日生

昭和45年２月 当社入社

（注）３ 14

平成５年12月 ㈱リーガロイヤルホテル早稲田常

務取締役総支配人

平成８年６月 同社代表取締役

平成10年５月 当社連系事業部長

平成11年６月 執行役員

平成13年６月 常務執行役員

平成14年６月 常務取締役

平成14年６月 リーガロイヤルホテル（大阪）総

支配人

平成16年10月 リーガロイヤルホテル東京総支配

人

平成18年６月 代表取締役専務取締役（現）

平成19年４月 リーガロイヤルホテル（大阪）総

支配人（現）

代表取締役
専務取締役

企画総本部長 加　島　敏　幸 昭和23年８月31日生

昭和46年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）３ 7

平成15年７月 当社常務執行役員、総合企画部長

平成16年６月 取締役

平成17年５月 常務取締役

平成17年６月 事業本部担当

平成17年６月 ㈱リーガインターナショナル代表

取締役社長

平成18年６月 当社代表取締役専務取締役

（現）、総合企画部担当

平成19年４月 企画総本部長（現）、企画総本部

担当

平成19年６月 リーガグランドホテル担当
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
(千株)

常務取締役
リーガロイヤル
ホテル京都
総支配人

川　崎　　　亨 昭和25年３月１日生

昭和48年３月 当社入社

（注）３ 14

平成10年４月 ㈱リーガロイヤルホテル成田常務

取締役総支配人

平成10年９月 同社代表取締役

平成11年９月 当社連系事業部長

平成14年２月 執行役員

平成14年６月 人事部長

平成15年５月 常務執行役員

平成15年６月 取締役

平成16年10月 常務取締役（現）、リーガロイヤ

ルホテル（大阪）総支配人

平成18年４月 コンプライアンス委員長、総務部

・人事部・事務集中部・監査室担

当

平成19年６月 管理総本部長（兼）コンプライア

ンス委員長、監査室担当

平成20年１月 リーガロイヤルホテル京都総支配

人（現）

常務取締役 営業総本部長 谷　林　義　幹 昭和24年７月14日生

昭和43年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）３ 11

平成13年10月 当社営業総本部東京営業本部長

平成14年２月 執行役員

平成15年５月 常務執行役員

平成15年６月 取締役

平成17年５月 常務取締役(現)

平成17年６月 営業総本部長（現）（兼）大阪営

業本部長（兼）大阪営業本部コン

ベンション部長

平成18年４月 営業総本部・情報システム部担

当、大阪営業本部営業二部長

常務取締役
管理総本部長
（兼）コンプラ
イアンス委員長

西　村　孔　邦 昭和25年10月17日生

昭和48年３月 当社入社

（注）３ 15

平成６年11月 企画部長

平成９年２月 中之島サービス㈱代表取締役社長

平成10年４月 当社人事部長

平成14年２月 執行役員

平成15年５月 常務執行役員

平成15年６月 取締役　関連事業部担当、営業総本

部大阪営業本部長（兼）コンベン

ション部長

平成17年５月 常務取締役

平成17年６月 ㈱リーガロイヤルホテル小倉代表

取締役社長

平成18年４月 同社代表取締役社長（兼）総支配

人

平成20年１月 当社常務執行役員　

管理総本部長（兼）コンプライア

ンス委員長、監査室担当（現）

平成20年６月 常務取締役（現）

常務取締役

  事業本部長
（兼）食品安全
衛生委員長
 

脇　　　幸　二 昭和21年７月６日生

昭和45年11月 ㈱京都グランドホテル入社

（注）３ 9

平成８年３月 当社ロイヤルホテル文化事業部長

平成11年６月 営業企画部長（兼）広報室長

平成12年４月 ホテル製品事業部長

平成14年６月 執行役員

平成15年５月 常務執行役員

平成16年６月 事業本部長（現）

平成17年６月 取締役

平成18年４月 ホテルフードＭＤ事業部長

平成18年６月 常務取締役（現）

平成19年12月 食品安全衛生委員長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常務取締役 中　林　洋　二 昭和26年10月27日生

昭和49年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）３ 6

平成13年10月 当社総合企画部長

平成14年６月 執行役員

平成15年７月 財務部長

平成17年５月 常務執行役員

平成18年６月 取締役

平成18年７月 総合企画部長

平成20年１月 常務取締役　企画総本部副担当

（現）、㈱リーガロイヤルホテル

新居浜代表取締役社長（現）

取締役
常務執行役員

人事部長 船　橋　恒　一 昭和23年２月４日生

昭和46年４月 当社入社

（注）３ 1

平成３年６月 ㈱リーガエンタープライズ代表取

締役社長

平成12年４月 ㈱リーガロイヤルホテル京都代表

取締役常務取締役　総支配人

平成13年４月 当社執行役員

リーガロイヤルホテル京都総支配

人

平成13年12月 ㈱リーガ中之島イン代表取締役専

務取締役

平成15年１月 ㈱リーガロイヤルホテル広島総支

配人

平成15年６月 同社常務取締役総支配人

平成16年４月 当社執行役員、事務集中部長 

平成17年５月 常務執行役員（現）

平成19年６月 ㈱リーガ中之島イン代表取締役社

長（現）

当社取締役（現）

平成20年１月 人事部長（現）

取締役 松　下　正　治 大正元年９月17日生

昭和15年５月 松下電器産業㈱入社

（注）３ -

昭和36年１月 同社代表取締役社長

昭和52年２月 同社代表取締役会長

平成元年６月 当社取締役（現）

平成12年６月 松下電器産業㈱取締役相談役名誉

会長（現）

取締役 小　林　庄一郎 大正11年７月14日生

昭和22年１月 関西配電㈱入社

（注）３ -

昭和52年６月 関西電力㈱代表取締役社長

昭和60年11月 同社代表取締役会長

平成３年６月 当社取締役（現）

平成４年３月 ㈱原子力安全システム研究所代表

取締役会長（現）

平成９年６月 関西電力㈱相談役

平成14年７月 同社顧問（現）

取締役 野　村　明　雄 昭和11年２月８日生

昭和33年４月 大阪瓦斯㈱入社

（注）３ -

平成10年６月 同社代表取締役社長

平成15年６月 同社代表取締役会長（現）

平成16年３月 大阪商工会議所会頭（現）

平成20年６月 当社取締役（現）

取締役 森　川　敏　雄 昭和８年３月３日生

昭和30年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）３ -

平成５年６月 同行代表取締役頭取

平成９年６月 同行代表取締役会長

平成13年３月 同行相談役

平成14年６月 ㈱三井住友銀行特別顧問

平成17年３月 同行名誉顧問（現）

平成17年６月 当社取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役 大　野　宗　彦 昭和20年７月28日生

昭和44年６月 ㈱三井銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）３ -

平成11年６月 森ビル開発㈱(現・森トラスト㈱)

常務取締役

平成14年７月 同社専務取締役

平成18年６月 当社取締役（現）

平成19年６月 森トラスト㈱取締役副社長（現）

監査役
常勤

中　村　剛　康 昭和15年11月23日生

昭和39年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）４ 12

平成４年６月 同行取締役

平成５年４月 ㈱住友クレジットサービス専務取

締役

平成７年６月 ㈱日本総合研究所専務取締役

平成11年４月 当社顧問

平成11年６月 代表取締役専務取締役

平成13年４月 ㈱リーガロイヤルホテル広島代表

取締役社長

平成15年６月 当社顧問

平成15年６月 常勤監査役（現）

監査役
常勤

瀧　本　　　武 昭和17年10月14日生

昭和41年３月 ㈱新広島ホテル入社

（注）５ 18

昭和63年10月 当社人事部長

平成５年６月 ㈱中之島イン代表取締役社長

平成７年６月 当社取締役、ロイヤルホテル副総

支配人（兼）業務部長

平成10年４月 ホテル製品事業部長

平成11年６月 常務取締役

平成15年５月 専務取締役

平成15年６月 ㈱リーガロイヤルホテル小倉代表

取締役社長

平成17年６月 当社常勤監査役（現）

監査役 荒　川　洋　二 昭和10年１月３日生

昭和34年４月 東京地方検察庁検事

（注）６ -

昭和63年９月 最高検察庁検事

平成２年12月 神戸地方検察庁検事正

平成４年６月 大阪地方検察庁検事正

平成７年２月 高松高等検察庁検事長

平成８年５月 大阪高等検察庁検事長

平成９年12月 退官

平成10年２月 大阪弁護士会弁護士（現）

平成10年６月 当社監査役（現）

監査役 北　村　明太郎 昭和11年12月19日生

昭和35年４月 ㈱住友銀行（現・㈱三井住友銀

行）入行

（注）６ -

昭和62年４月 同行船場支店長

平成元年６月 同行常勤監査役

平成３年６月 総合地所㈱代表取締役副社長

平成３年12月 御堂筋ファイナンス㈱代表取締役

社長

平成14年６月 当社監査役（現）

計 170
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(注) １　取締役松下正治、小林庄一郎、野村明雄、森川敏雄及び大野宗彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で

あります。

２　監査役荒川洋二及び北村明太郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役中村剛康の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５　監査役瀧本武の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

６　監査役荒川洋二及び北村明太郎の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に

係る定時株主総会終結の時までであります。

７　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。

　　執行役員は、取締役常務執行役員船橋恒一、専務執行役員安田勇次、林孝光、常務執行役員奥野源太郎、執行役員

廣間準一、香田雅之、中村吉弘、中台修二、尾本恵嗣、石引照夫、中矢英俊、田辺能弘、久間田健、中村雅昭の14名

で構成されております。

８　当社では、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選出しています。補欠監査役は以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

鈴　木　邦　明 昭和23年２月26日生

昭和44年７月 監査法人朝日会計社（現・あずさ監査法

人）大阪事務所入社

（注）１ -

昭和47年10月 公認会計士登録

平成７年６月 同監査法人代表社員

平成14年１月 公認会計士鈴木邦明事務所所長（現）

平成14年５月 株式会社イーサーブ代表取締役（現）

平成18年６月 当社補欠監査役（現）

（注）１ 補欠監査役の監査役としての任期は、監査役に就任した時から退任した監査役の任期の満了の時又は平成22

年３月期に係る定時株主総会の終結の時のいずれか早い時までであります。

２ 補欠監査役鈴木邦明は、社外監査役の要件を満たしております。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、お客さま・株主・従業員など、すべての利害関係者が求める「企業価値」を高めていくことを

基本方針として企業活動を行っており、「経営の透明性確保」「経営のチェック機能の充実」「経営判

断の迅速化」「すべての利害関係者への説明責任」などを着実に実行することが、コーポレート・ガバ

ナンスの充実に繋がると考えております。

　

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①機関の内容

当社は監査役制度を採用しており、社外取締役・社外監査役の選任や、執行役員制度、各種委員会の

導入等を通じて、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めており、平成20年６月27日現在、取締役

15名（定款では、定員20名以内と規定している）、監査役４名、執行役員14名（取締役兼務の１名含

む）という経営体制となっております。

取締役のうち社外取締役は５名、監査役のうち社外監査役は２名であります。なお、当社は、平成18年

６月29日開催の第80期定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に関

する規定を設けております。当該定款に基づき当社が社外取締役及び社外監査役の全員と締結した責

任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

社外取締役及び社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行う

につき善意であり、かつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額

を限度として損害賠償責任を負担するものとしております。

また、業務執行上の最高意思決定機関として常務会を置き、会社業務を執行しています。

経営上の重要事項については、常務会で決定後、取締役会の審議を経て決定する体制をとっており、

取締役会は、経営の基本方針、法令で定められた事項や、その他経営に関する重要事項を決定するとと

もに、業務執行状況を監督する機関と位置付けております。
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②内部統制システム、リスク管理体制整備の状況

平成18年5月11日開催の取締役会において「内部統制の基本方針」を決議し、グループ会社も含めて

内部統制システムの一層の整備、強化を行っております。

取締役会の決議の概要は以下のとおりであります。

1）取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

5）当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社では従来から、グループ会社も含めてコンプライアンス重視の体制を強化するため、当社にコン

プライアンス委員会を設置するとともに、専任の事務局を置き、内部通報体制の整備も行っておりま

す。また、内部統制システム構築のため、コンプライアンス委員会の下部組織として、財務内部統制委員

会（金融商品取引法への対応）、会社内部統制委員会（会社法への対応）を設置しております。さら

に、個人情報保護法に対応して、コンプライアンス委員会の下部組織として、個人情報保護委員会を設

置しております。

またリスク管理面では、リスク管理を体系的に規定する「リスク管理規程」に基づき、「コンプライ

アンス委員会」がリスク管理の統括部署として体制の整備・運用を行っております。

なお顧問弁護士には、法律上の判断が必要な場合に適時アドバイスを受けております。

　

③内部監査、監査役監査および会計監査の状況

内部監査に関しては、本社に監査室を置き、本社、ホテル各部門のみならず関係会社も対象として業

務活動が適正かつ効率的に行われているかを監査し、内部統制の実効をあげています。

監査役会は、社外監査役を含む体制とともに、監査役による常務会への出席、本社各部・各ホテル・

関係会社への往訪ヒヤリング、会計監査人との意見交換等を通じて、取締役の業務執行の状況を監査し

ております。

会計監査人については、あずさ監査法人と監査契約を締結しております。当期において業務を執行し

た公認会計士は、渡沼 照夫、西野 勇人であり、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士4人、会

計士補等12人です。

　

以上①から③の体制を図式化すれば、下図の通りです。
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（コーポレート・ガバナンスに係る体制の図式）
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④役員報酬および監査報酬

当期における当社の取締役、監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下の通り

です。

　

役員報酬： 取締役に支払った報酬 183百万円

監査役に支払った報酬 35百万円

　　　合　　計 218百万円
　

（うち社外役員に支払った報酬　　　21百万円）

　

監査報酬：

 

公認会計士法第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬 28百万円（消費税控除後）

それ以外の業務に基づく報酬 9百万円

　　　合　　計 37百万円

(注)　当社は、会計監査人に対して、それ以外の業務として「財務報告に係る内部統制構築アドバイザリー業

務」を平成20年３月31日まで委託しておりました。

　

⑤会社と社外取締役、社外監査役との関係

当社の社外取締役である野村明雄氏は、大阪瓦斯株式会社の代表取締役会長であり、同社による当社

のホテルの利用があります。

当社の社外取締役である大野宗彦氏は、森トラスト株式会社の取締役副社長であり、同社は当社の発

行済普通株式のうち41,100,000株を所有する筆頭株主で、また当社の資本業務提携契約先であります。

　

⑥取締役選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

　

⑦株主総会決議事項の取締役会での決議

当社は、株主に対し機動的な利益還元を行えるようにするため、取締役会の決議によって、毎年９月

30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録株式質権者に対し、中間配当を行う

ことができる旨を定款で定めております。

　

⑧株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当た

る多数をもって行う旨を定款で定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、第81期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、第82期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第81期事業年度(平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19

年４月１日から平成20年３月31日まで)及び第82期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、

あずさ監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,999 2,656

　２　売掛金 3,433 3,221

　３　たな卸資産 520 497

　４　その他 ※２ 1,071 1,024

　５　貸倒引当金 △27 △24

　　　流動資産合計 8,9978.5 7,3757.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 ※１ 104,701 103,369

　　　　減価償却累計額 53,566 51,135 53,576 49,792

　　(2) 土地 ※1,3 27,245 27,245

　　(3) その他 9,885 9,114

　　　　減価償却累計額 7,830 2,054 7,020 2,093

　　　有形固定資産合計 80,43576.0 79,13177.0

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 66 66

　　(2) その他 107 163

　　　無形固定資産合計 173 0.1 230 0.2

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※2,4 423 395

　　(2) 長期差入保証金 ※１ 15,114 15,121

　　(3) その他 827 618

　　(4) 貸倒引当金 △148 △153

　　　投資その他の資産合計 16,21615.3 15,98315.6

　　　固定資産合計 96,82591.4 95,34592.8

Ⅲ　繰延資産

　　　　株式交付費 68 38

　　　繰延資産合計 68 0.1 38 0.0

　　　資産合計 105,891100.0 102,759100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 1,837 1,684

　２　短期借入金 ※1,5 2,992 2,751

　３　賞与引当金 371 387

　４　その他 4,434 4,140

　　　流動負債合計 9,6369.1 8,9638.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※1,5 48,565 46,014

　２　繰延税金負債 28 9

　３　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※３ 1,623 1,623

　４　退職給付引当金 5,445 5,276

　５　商品券回収損引当金 ― 120

　６　長期預り金 5,538 5,260

　７　その他 14 9

　　　固定負債合計 61,21557.8 58,31456.8

　　　負債合計 70,85166.9 67,27865.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 18,102 18,102

　２　資本剰余金 14,980 14,980

　３　利益剰余金 △17 301

　４　自己株式 △37 △43

　　　株主資本合計 33,02631.2 33,34032.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

41 13

　２　繰延ヘッジ損益 △79 △252

　３　土地再評価差額金 ※３ 2,371 2,371

　４　為替換算調整勘定 △320 ―

　　　評価・換算差額等合計 2,0131.9 2,1332.1

Ⅲ　少数株主持分 ― ― 7 0.0

　　　純資産合計 35,03933.1 35,48134.5

　　　負債純資産合計 105,891100.0 102,759100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 58,133100.0 58,365100.0

Ⅱ　売上原価 16,08827.7 16,18327.7

　　　売上総利益 42,04572.3 42,18272.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　動力光熱費 2,785 2,784

　２　人件費 ※１ 19,918 19,883

　３　諸経費 ※１ 16,920 39,62468.1 17,096 39,76568.2

　　　営業利益 2,4204.2 2,4164.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 19 21

　２　受取配当金 4 4

　３　為替差益 24 ―

　４　未請求債務整理益 57 30

　５　その他の収益 75 181 0.3 123 180 0.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 1,276 1,117

　２　シンジケートローン
　　　手数料

480 ―

　３　その他の費用 200 1,9563.4 109 1,2272.1

　　　経常利益 645 1.1 1,3692.3

Ⅵ　特別利益

　１　関係会社株式売却益 ― 28

　２　前期損益修正 ※２ 15 15 0.0 ― 28 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 183 363

　２　在外子会社清算に伴う
　　　為替換算調整勘定取崩額

― 334

　３　関連事業整理損 ※３ ― 168

　４　商品券回収損引当金
　　　繰入額　　　

― 113

　５　貸倒引当金繰入額 24 49

　６　ゴルフ会員権評価損 ― 13

　７　固定資産売却損 ※４ 284 ―

　８　投資有価証券評価損 4 496 0.8 ― 1,0421.7

　　　税金等調整前当期純利益 164 0.3 356 0.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

95 0.2 70 0.1

　　　少数株主利益 △2 △0.0 △17 △0.0

　　　当期純利益　　　 70 0.1 303 0.5
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,080 ― △149 △33 2,897

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 15,021 14,980 30,001

　当期純利益 70 70

　自己株式の取得 △4 △4

　連結範囲の変動 61 61

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

15,021 14,980 132 △4 30,128

平成19年３月31日残高(百万円) 18,102 14,980 △17 △37 33,026

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 25 ― 2,371 △315 2,081 2 4,981

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 30,001

　当期純利益 70

　自己株式の取得 △4

　連結範囲の変動 61

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

15 △79 △4 △68 △2 △70

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

15 △79 ― △4 △68 △2 30,058

平成19年３月31日残高(百万円) 41 △79 2,371 △320 2,013 ― 35,039
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 18,102 14,980 △17 △37 33,026

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 303 303

　自己株式の取得 △5 △5

　連結範囲の変動 15 15

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 319 △5 313

平成20年３月31日残高(百万円) 18,102 14,980 301 △43 33,340

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 41 △79 2,371 △320 2,013 ― 35,039

連結会計年度中の変動額

　当期純利益 303

　自己株式の取得 △5

　連結範囲の変動 15

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△27 △172 320 120 7 128

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△27 △172 ― 320 120 7 441

平成20年３月31日残高(百万円) 13 △252 2,371 ― 2,133 7 35,481
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 164 356

　２　減価償却費 2,887 2,855

　３　退職給付引当金の増加額
　　　(又は減少額　(△))

181 △193

　４　固定資産除却損 183 363

　５　在外子会社清算に伴う
　　　為替換算調整勘定取崩額

― 334

　６　商品券回収損引当金繰入額 ― 113

　７　ゴルフ会員権評価損 ― 13

　８　固定資産売却損 284 ―

　９　投資有価証券評価損 4 ―

　10　関係会社株式売却益 ― △28

　11　受取利息及び受取配当金 △24 △25

　12　支払利息 1,276 1,117

　13　為替差益 △24 ―

　14　前払費用の減少額(又は増加額(△)) △27 23

　15　売上債権の減少額 45 295

　16　たな卸資産の減少額 34 44

　17　仕入債務の増加額(又は減少額(△)) 7 △178

　18　その他 △334 △317

　　　　小計 4,658 4,772

　19　法人税等の支払額 △111 △88

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 4,547 4,684

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入による支出 △20 ―

　２　定期預金の払戻による収入 198 ―

　３　有形固定資産の取得による支出 △1,567 △2,193

　４　有形固定資産の売却による収入 1,789 ―

　５　投資有価証券の取得による支出 △20 △127

　６　投資有価証券の売却等による収入 43 153

　７　貸付による支出 △227 △44

　８　貸付金の回収による収入 227 160

　９　利息及び配当金の受取額 24 27

　10　長期差入保証金の返還による収入　　　 7,508 7

　11　その他 △155 △187

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 7,800 △2,204
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入金の純減少額 △82,083 △5

　２　長期借入金の借入による収入 52,400 ―

　３　長期借入金の返済による支出 △14,241 △2,786

　４　利息の支払額 △941 △1,123

　５　株式の発行による収入 30,001 ―

　６　その他 △96 △5

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △14,960 △3,920

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 5 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額　 △2,607 △1,439

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 6,533 3,997

Ⅶ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の
　　減少額　　

― △0

Ⅷ　新規連結による現金同等物の増加額 71 97

Ⅸ　現金及び現金同等物の期末残高 3,997 2,654
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数９社

　　　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の

状況」に記載しているため省略しました。

　　　なお、前連結会計年度において非連結子会社であった

㈱リーガ中之島インは、重要性が増したことによ

り当連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数９社

　　　連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の

状況」に記載しているため省略しました。

　　　なお、前連結会計年度において非連結子会社であった

㈱広島エアポートホテル及び広島サービス㈱は、

重要性が増したことにより当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。

また、前連結会計年度において連結子会社であっ

たRIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA PTY,LTD.は平

成19年11月24日に、㈱リーガインターナショナル

は平成19年12月21日にそれぞれ清算結了致しまし

た。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　㈱広島エアポートホテル

　　　(連結の範囲から除いた理由)

　　　非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

　(2) 非連結子会社の名称等

　　　㈱リーガフーヅ北九州、㈱ロイヤルマイセン　

　　　(連結の範囲から除いた理由)

　　　非連結子会社２社は、いずれも小規模会社であり、合

計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

　　　会社名　㈱リーガフーヅ北九州

　　　なお、前連結会計年度において関連会社であった㈱

リーガフーヅ北九州は、支配力を有することと

なったため、当連結会計年度より子会社に含めて

おります。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の非連結子会社数　１社

　　　会社名　㈱リーガフーヅ北九州

　　　　

(2) 持分法適用の関連会社数１社
　

会社名 ブリヂストン・リーガ㈱

(2) 持分法適用の関連会社数１社
　

会社名 ブリヂストン・リーガ㈱

　(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社の名称等

　　　㈱広島エアポートホテル

　　　(持分法を適用しない理由)

　　　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適用範囲から除外

しております。

　(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社の名称等

　　　㈱ロイヤルマイセン

　　　(持分法を適用しない理由)

　　　持分法非適用会社は、連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から除外しており

ます。

　(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については当該会社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。

　(4) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る会社については当該会社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　　連結子会社うち、RIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA

PTY, LTD.の決算日は12月31日であります。連結財務

諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

同左　　　

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　時価のないもの

同左

　　②　デリバティブ取引により生じる債権及び債務

　　　　  時価法

　　②　デリバティブ取引により生じる債権及び債務

同左

　　③　たな卸資産(貯蔵品)

　　　　　主として移動平均法による原価法

　　③　たな卸資産(貯蔵品)

同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

　　　主として定額法を採用しております。

　　　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　　　建物及び構築物

建物 ８年～65年

構築物 10年～20年

　　　その他

機械装置及び運搬具 ６年～９年

工具、器具及び備品 ３年～８年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

　　　定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　 同左　　　　　　　　　　　

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

　　　株式交付のときから３年間にわたり定額法により償

却しております。

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　　　株式交付費

同左

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員賞与支給に備えるため、翌期支給見込額のう

ち、当連結会計年度の計算期間に対応する金額

を計上しております。

　　②　賞与引当金

同左

　　③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

　　　　会計基準変更時差異については、15年による按分額

を費用処理しております。

　　　　過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(11年)による定額法に

より費用処理しております。

　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額

法により発生年度の翌連結会計年度から費用処

理しております。

　　③　退職給付引当金

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　④　　　　　　　　――― 　　④　商品券回収損引当金

　　　　一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品券に

ついて、将来の回収時に発生する損失に備える

ため、過去の実績に基づく将来の回収見込額を

計上しております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに

収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めております。

　(5) 　　　　　　　　―――

　　　

　(6) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　　① ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

　　① ヘッジ会計の方法

同左

　　② ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　ヘッジ対象…借入金の利息

　　② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　③ ヘッジ方針

　　　　金利スワップについては、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

り、投機目的によるデリバティブ取引は行って

おりません。

　　③ ヘッジ方針

同左

　　④ ヘッジ有効性評価の方法

　　　　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額

の比率によって有効性を評価しております。

　　④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(8) 消費税等の会計処理方法

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

　(8) 消費税等の会計処理方法

同左

　(9) 連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用しております。

　(9) 連結納税制度の適用

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれんの償却に関する事項

　　当連結会計年度において該当事項はありません。

６　のれんの償却に関する事項

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期的な投資からなります。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

８　未実現損益の消去に関する事項

　　「子会社及び関連会社の範囲に係る支配力基準及び影

響力基準導入に伴う未実現損益の消去について」

(日本公認会計士協会平成11年３月24日)にしたが

い、平成10年３月31日以前に行われた取引に係る未

実現損益については、これを消去しておりません。

８　未実現損益の消去に関する事項

同左
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会計方針の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、　　　

35,119百万円であります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

 

―――

―――

 

(商品券回収損引当金） 

　一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品券につ

いて、従来、回収時に損失処理しておりましたが、「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会　平成19年４月13日　監査・保証実

務委員会報告第42号）が公表されたことに伴い、当連結

会計年度から、将来の回収時に発生する損失に備えるた

め、過去の実績に基づく将来の回収見込額を商品券回収

損引当金として計上しております。 

　なお、この変更により、当期首時点で計上すべき過年度

の引当金繰入相当額113百万円を特別損失として計上し

ております。この結果、従来の方法によった場合と比べ、

経常利益は7百万円、税金等調整前当期純利益は120百万

円それぞれ減少しております。 
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表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結損益計算書)

　連結損益計算書上、前連結会計年度まで、売上高を「営

業収益」として、また売上原価と販売費及び一般管理費

とを一括して「営業費用」としてそれぞれ表示しており

ましたが、当連結会計年度より明瞭に表示するため、「営

業収益」を「売上高」として、また「営業費用」を「売

上原価」と「販売費及び一般管理費」とに区分して表示

しております。

　なお、前連結会計年度の売上総利益は41,147百万円であ

ります。

　連結損益計算書上、前連結会計年度まで、「未請求債務

整理益」は営業外収益の「その他の収益」に含めて表示

しておりましたが、営業外収益の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「未請求債務整理益」は18百万

円であります。

 

―――

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「為

替差益」（当連結会計年度13百万円）は、当連結会計年

度において営業外収益の総額の100分の10以下となった

ため、営業外収益の「その他の収益」に含めて表示して

おります。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書） 

　前連結会計年度において区分掲記しておりました「為

替差益」（当連結会計年度△13百万円）は、当連結会計

年度において金額が僅少となったため、営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しており

ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 26,661百万円

土地 26,182百万円

長期差入保証金 14,779百万円

計 67,623百万円
　
　　　なお、上記資産のうち、建物及び構築物、及び土地に対

しては根抵当権を設定しており、長期差入保証金

に対しては質権を設定しております。

　

　　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 2,844百万円

長期借入金 48,532百万円

計 51,377百万円
　

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 26,307百万円

土地 26,182百万円

長期差入保証金 14,779百万円

計 67,269百万円
　
　　　なお、上記資産のうち、建物及び構築物、及び土地に対

しては根抵当権を設定しており、長期差入保証金

に対しては質権を設定しております。

　

　　　担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 2,701百万円

長期借入金 45,915百万円

計 48,616百万円
　

※２　このうち211百万円は商品券発行にかかる供託金と

して、大阪法務局宛差し入れております。

※２　このうち商品券発行にかかる供託金として、213百

万円は大阪法務局宛、また28百万円は広島法務局

宛に差し入れております。

※３　事業用土地の再評価に関する事項

　　　当社は土地の再評価に関する法律の一部を改正する

法律(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づ

き、事業用の土地の再評価をおこない、再評価差額

から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した

金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上

しております。

※３　事業用土地の再評価に関する事項

同左

　　①　再評価の方法

　　　　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号(路線価に基

づいて時点修正等合理的な調整をおこなう方

法)及び上記同施行令第２条第５号(鑑定評価に

よる方法)により算出しております。

　　

　　　

　　②　再評価をおこなった年月日

平成12年３月31日

　　

※４　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) 43百万円

※４　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券(株式) ５百万円
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※５　財務制限条項

　　　借入金のうち、シンジケートローン契約（期末残高

46,800百万円）には財務制限条項がついており、

下記の条項に抵触した場合には、多数貸付人の請

求に基づくエージェントを通じた通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失い、借

入金元本及び利息を支払うことになっておりま

す。

　　1.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表における純資産の部の金額を

26,062百万円以上に、連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の金額を26,235百万円以上に、それ

ぞれ維持すること。

　　2.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体及び連結の損益計算書における経常損益をい

ずれも２期連続で損失としないこと。

※５　財務制限条項

　　  借入金のうち、シンジケートローン契約（期末残 高

44,400百万円）には財務制限条項がついており、

下記の条項に抵触した場合には、多数貸付人の請

求に基づくエージェントを通じた通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失い、借

入金元本及び利息を支払うことになっておりま

す。　

　　1.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表における純資産の部の金額を

26,062百万円以上に、連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の金額を26,235百万円以上に、それ

ぞれ維持すること。

    2.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日におけ

る単体及び連結の損益計算書における経常損益を

いずれも２期連続で損失としないこと。

　　3.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

連結の貸借対照表における有利子負債の合計金額

が、連結の損益計算書に記載される営業損益及び

減価償却費の合計金額を14倍した金額を２期連続

して超過しないこと。なお、有利子負債とは、連結

の貸借対照表に記載される短期借入金、１年以内

返済予定の長期借入金、長期借入金、１年以内償還

予定の社債、社債等の合計金額とし、減価償却費と

は、連結キャッシュ・フロー計算書に記載される

減価償却費の金額とする。

    3.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日におけ

る連結の貸借対照表における有利子負債の合計金

額が、連結の損益計算書に記載される営業損益及

び減価償却費の合計金額を14倍した金額を２期連

続して超過しないこと。なお、有利子負債とは、連

結の貸借対照表に記載される短期借入金、１年以

内返済予定の長期借入金、長期借入金、１年以内償

還予定の社債、社債等の合計金額とし、減価償却費

とは、連結キャッシュ・フロー計算書に記載され

る減価償却費の金額とする。
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　人件費及び諸経費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

人件費 給与手当等 14,211百万円

賞与引当金繰入額 371百万円

退職給付費用 1,115百万円

福利厚生費 1,830百万円

業務委託費 2,228百万円

諸経費 借室料・借地料 4,517百万円

減価償却費 2,887百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

※１　人件費及び諸経費のうち主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

人件費 給与手当等 14,182百万円

賞与引当金繰入額 387百万円

退職給付費用 1,092百万円

福利厚生費 1,849百万円

業務委託費 2,211百万円

諸経費 借室料・借地料 4,572百万円

減価償却費 2,855百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

※２　前期損益修正の内訳は、次のとおりであります。

　　　過年度預り金修正　　15百万円

※２　　　　　　　　　―――

※３　　　　　　　　　―――

 

　　　

※３　関連事業整理損 

　　  連結子会社における事業整理に係る施設撤去　　　

      費用等であります。 　　　　　　　

※４　固定資産売却損

　　　子会社の保有する土地・建物の売却によるもので

　　　あります。　　　　　　　　

※４　 　　　　　　　 ―――
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 61,616 41,100 ― 102,716

Ａ種優先株式(千株) ― 300 ― 300

合計 61,616 41,400 ― 103,016

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　第三者割当による新株の発行による増加　普通株式　　　　41,100千株

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ種優先株式　　　 300千株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 178 14 ― 192

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 14千株

　

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 102,716 ― ― 102,716

Ａ種優先株式(千株) 300 ― ― 300

合計 103,016 ― ― 103,016

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 192 16 ― 209

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　 16千株
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 3,999百万円

預入期間が３カ月を超える
定期預金

△2百万円

現金及び現金同等物 3,997百万円

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日)

現金及び預金勘定 2,656百万円

預入期間が３カ月を超える
定期預金

△2百万円

現金及び現金同等物 2,654百万円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　　(借主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

254 155 98

その他
(工具・器具
及び備品)

981 392 589

その他
(ソフトウエ
ア)

962 289 672

合計 2,198 837 1,360

　　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物及び
構築物

254 185 68

その他
(工具・器具
及び備品)

1,266 526 739

その他
(ソフトウエ
ア)

1,144 448 695

合計 2,664 1,160 1,504

　　　(注)　　　　　　　同左

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 325百万円

１年超 1,035百万円

計 1,360百万円

　　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 394百万円

１年超 1,110百万円

計 1,504百万円

　　　(注)　　　　　　　同左

　(3) 当連結会計年度の支払リース料等

支払リース料 334百万円

減価償却費相当額 334百万円

　(3) 当連結会計年度の支払リース料等

支払リース料 403百万円

減価償却費相当額 403百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額

法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　　　未経過リース料

１年内 3,486百万円

１年超 36,635百万円

計 40,121百万円

　　(貸主側)

　　　転貸による未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 -百万円

計 12百万円

　　　なお、転貸による未経過リース料と同額の金額が、上

記の借主側の「未経過リース料」に含まれており

ます。

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　　　未経過リース料

１年内 3,474百万円

１年超 33,974百万円

計 37,448百万円
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　①　株式 54 124 70

　②　債券 19 19 0

小計 73 144 70

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 193 192 △1

小計 193 192 △1

合計 266 336 69

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券　非上場株式 142

　

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　債券

国債 29 111 ― ―

社債 69 ― ― ―

合計 99 111 ― ―

　

EDINET提出書類

株式会社ロイヤルホテル(E04540)

有価証券報告書

58/95



当連結会計年度(平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　①　株式 54 76 21

　②　債券 166 168 1

小計 221 244 23

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 73 73 △0

小計 73 73 △0

合計 294 318 23

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券　非上場株式 142

　

３　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

　債券

国債 70 171 ― ―

社債 ― ― ― ―

合計 70 171 ― ―
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(デリバティブ取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１  取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的等

　　変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に

換えるため、金利スワップ取引を行っております。

　　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

なっております。

１  取引の状況に関する事項

(1) 取引の内容及び利用目的等

　　同左

　①　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　 （ヘッジ手段）　　　（ヘッジ対象）

　　　　 金利スワップ　　　　借入金の利息  

　②　ヘッジ方針

　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。

　　　

　③　ヘッジの有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価しております。

　　　

(2) 取引に対する取組方針

　　現在、変動金利を固定金利に変換する目的で金利ス

ワップ取引を利用しているのみであり、投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は

行わない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

　　同左

(3) 取引に係るリスクの内容

　　市場金利の変動によるリスクを有しております。

　　なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の

高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断し

ております。

(3) 取引に係るリスクの内容

　　同左

　　

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の締結は、「デリバティブ取引に関

する規程」により、想定元本５億円以上の場合は取

締役会決議事項、想定元本５億円未満の場合は常務

会決議事項と定められております。但し、当社の財務

活動上生じる金利変動の市場リスクを回避する目的

で行なうデリバティブ取引であり、且つ、想定元本が

変動金利借入金の範囲内であり、取組期間が対象と

なる変動金利借入金の借入期間内である場合は稟議

により取締役社長が決定できるもの、と定められて

おります。

(4) 取引に係るリスク管理体制

　　同左

２  取引の時価等に関する事項

　　該当事項はありません。

　　なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、

ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。

２  取引の時価等に関する事項

　　同左
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(退職給付関係)

前連結会計年度　(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。なお、当社及び一部の連結子会社に

おいては、退職一時金制度の将来積立分の一部につき確定拠出年金制度を導入しております。

　

(2) 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △7,830百万円

ロ 年金資産 ―百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,830百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 259百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 907百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 1,218百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △5,445百万円

(3) 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用　(注)１ 430百万円

ロ 利息費用 157百万円

ハ 期待運用収益 ―百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 32百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 146百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 127百万円

ト その他　(注)２ 221百万円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ＋ト) 1,115百万円

(注) １　簡便法を採用している一部連結子会社の退職給付費用は「イ勤務費用」に計上しております。

２　その他は確定拠出年金に係る要拠出額であります。

　

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 ―％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

おります。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年

度から費用処理しております。)

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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当連結会計年度　(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。なお、当社及び一部の連結子会社に

おいては、退職一時金制度の将来積立分の一部につき確定拠出年金制度を導入しております。

　

(2) 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 △7,314百万円

ロ 年金資産 ―百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,314百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 226百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 748百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 1,063百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △5,276百万円

(3) 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用　(注)１ 417百万円

ロ 利息費用 153百万円

ハ 期待運用収益 ―百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 32百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 143百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 127百万円

ト その他　(注)２ 218百万円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ＋ト) 1,092百万円

(注) １　簡便法を採用している一部連結子会社の退職給付費用は「イ勤務費用」に計上しております。

２　その他は確定拠出年金に係る要拠出額であります。

　

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 ―％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

おります。)

ホ 数理計算上の差異の処理年数 11年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年

度から費用処理しております。)

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年４月

１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

退職給付引当金 2,176百万円

減損損失 1,090百万円

繰越欠損金 3,952百万円

その他 816百万円

繰延税金資産小計 8,036百万円

評価性引当額 △8,036百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △28百万円

繰延税金負債合計 △28百万円

差引：繰延税金負債純額 △28百万円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

退職給付引当金 2,110百万円

繰越欠損金 4,380百万円

その他 895百万円

繰延税金資産小計 7,385百万円

評価性引当額 △7,385百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △9百万円

繰延税金負債合計 △9百万円

差引：繰延税金負債純額 △9百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 26.3％

住民税均等割 20.6％

繰越欠損金等 △31.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.8％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.1％

住民税均等割 8.6％

繰越欠損金等 △40.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.8％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年４月

１日　至　平成20年３月31日)

事業の種類として「ホテル事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、前連結会計年度

及び当連結会計年度については全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の

金額の合計額に占める「ホテル事業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が90％

を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　　在外子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

    海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

        海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権等
の被所有
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他
の関係
会社

森トラスト㈱
東京都
港区

10,000

都市開発及
び不動産の
所有・賃貸
・管理

被所有
直接

40.2
１名

資本業務
提携

当社への
出資
(注)

15,001
資本金
資本準備金

7,521
7,480

(注)　平成18年7月に第三者割当による新株式（普通株式41,100千株）を発行しました。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年４月

１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 195.47円(1) １株当たり純資産額 199.73円

(2) １株当たり当期純利益 0.79円(2) １株当たり当期純利益 2.96円

(3) 潜在株式調整後
　　１株当たり当期純利益

0.58円
(3) 潜在株式調整後
　　１株当たり当期純利益

2.08円

　

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

純資産の部の合計額 35,039百万円

純資産の部の合計額から
控除する金額

15,000百万円

普通株式に係る純資産額 20,039百万円

１株当たり純資産額の算定に
用いられる期末の普通株式の数

102,523千株

　

なお、純資産の部の合計額から控除する金額の内訳は、Ａ

種優先株式に係る純資産額であります。

　

 

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。

連結損益計算書上の当期純利益 70百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 70百万円

普通株式の期中平均株式数 89,887千株

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下の通りであります。

連結損益計算書上の当期純利益 70百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 70百万円

　

普通株式の期中平均株式数 89,887千株

普通株式に転換した場合の
優先株式の期中平均株式数

31,278千株

潜在株式調整後普通株式の
期中平均株式数

121,166千株

　

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

純資産の部の合計額 35,481百万円

純資産の部の合計額から
控除する金額

15,007百万円

普通株式に係る純資産額 20,473百万円

１株当たり純資産額の算定に
用いられる期末の普通株式の数

102,506千株

　

なお、純資産の部の合計額から控除する金額の内訳は、Ａ

種優先株式に係る純資産額15,000百万円及び少数株主持

分７百万円であります。

　

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。

連結損益計算書上の当期純利益 303百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 303百万円

普通株式の期中平均株式数 102,514千株

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下の通りであります。

連結損益計算書上の当期純利益 303百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 303百万円

　

普通株式の期中平均株式数 102,514千株

普通株式に転換した場合の
優先株式の期中平均株式数

43,252千株

潜在株式調整後普通株式の
期中平均株式数

145,767千株
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成19年４月

１日　至　平成20年３月31日)

　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 127 122 1.98 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 2,865 2,629 2.21 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

48,565 46,014 2.21平成23年9月30日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 51,557 48,766 ― ―

(注) １　平均利率については、借入金等の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　返済期限については、最長期限のものを記載しております。

３　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額の総額は以下の

とおりであります。

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

2,629 2,702 40,682  ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
第81期

(平成19年３月31日)
第82期

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,207 1,044

　２　売掛金 2,352 2,219

　３　有価証券 ※２ 99 70

　４　貯蔵品 404 370

　５　前払費用 359 364

　６　関係会社短期貸付金 3,207 3,200

　７　未収入金 219 291

　８　その他 64 76

　９　貸倒引当金 △19 △16

　　　流動資産合計 8,8968.9 7,6207.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 ※１ 53,895 54,307

　　　　減価償却累計額 32,476 21,419 33,022 21,285

　　(2) 構築物 924 934

　　　　減価償却累計額 724 200 741 192

　　(3) 機械及び装置 2,095 2,019

　　　　減価償却累計額 1,677 417 1,590 429

　　(4) 車両及び運搬具 197 149

　　　　減価償却累計額 180 16 137 12

　　(5) 工具・器具及び備品 4,617 4,064

　　　　減価償却累計額 3,650 967 3,061 1,003

　　(6) 土地 ※1,3 14,322 14,322

　　　有形固定資産合計 37,34337.4 37,24538.4

　２　無形固定資産

　　(1) 借地権 2 2

　　(2) ソフトウェア 39 33

　　(3) ソフトウェア仮勘定 31 96

　　(4) 電話施設利用権 22 19

　　　無形固定資産合計 96 0.1 151 0.1

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※２ 377 360

　　(2) 関係会社株式 559 536

　　(3) 長期貸付金 279 212

　　(4) 関係会社長期貸付金 50,968 48,620

　　(5) 長期差入保証金 ※４ 8,131 8,130

　　(6) その他 243 167

　　(7) 貸倒引当金 △7,040 △5,987

　　　投資その他の資産合計 53,51953.5 52,04153.6

　　　固定資産合計 90,95891.0 89,43792.1

Ⅲ　繰延資産

　　　　株式交付費 68 38

　　　繰延資産計 68 0.1 38 0.0

　　　資産合計 99,923100.0 97,096100.0
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　 第81期
(平成19年３月31日)

第82期
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 1,137 1,070

　２　短期借入金 38 38

　３　１年内に返済予定の
　　　長期借入金

※1,5 2,755 2,617

　４　未払金 538 262

　５　未払費用 1,177 1,093

　６　未払法人税等 72 111

　７　未払消費税等 59 151

　８　前受金 679 624

　９　預り金 234 173

　10　賞与引当金 254 253

　11　その他 179 354

　　　流動負債合計 7,1257.1 6,7506.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※1,5 48,532 45,915

　２　繰延税金負債 28 9

　３　再評価に係る
　　　繰延税金負債

※３ 1,623 1,623

　４　退職給付引当金 4,500 4,247

　５　商品券回収損引当金 ― 111

　６　長期預り金 3,351 3,227

　　　固定負債合計 58,03658.1 55,13456.8

　　　負債合計 65,16265.2 61,88563.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 18,102 18,102

　２　資本剰余金

　　　　資本準備金 14,980 14,980

　　　資本剰余金合計 14,980 14,980

　３　利益剰余金

　　　　その他利益剰余金

　　　　　繰越利益剰余金 △616 39

　　　利益剰余金合計 △616 39

　４　自己株式 △37 △43

　　　株主資本合計 32,42732.5 33,07834.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

41 13

　２　繰延ヘッジ損益 △79 △252

　３　土地再評価差額金 ※３ 2,371 2,371

　　　評価・換算差額等合計 2,3332.3 2,1332.2

　　　純資産合計 34,76134.8 35,21136.3

　　　負債純資産合計 99,923100.0 97,096100.0
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② 【損益計算書】

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　　　室料 5,984 6,244

　　　料理・飲料代 14,015 13,929

　　　その他収入 16,398 16,947

　　　サービス料 2,098 38,497100.0 2,158 39,279100.0

Ⅱ　売上原価 11,23529.2 11,42029.1

　　　売上総利益 27,26170.8 27,85970.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　動力光熱費 1,525 1,577

　２　人件費

　　　給与手当等 9,193 9,915

　　　賞与引当金繰入額 254 253

　　　退職給付費用 901 872

　　　福利厚生費 1,176 1,189

　　　業務委託費 2,032 1,359

　　　その他 105 13,664 94 13,684

　３　諸経費

　　　補修費 469 386

　　　借室料・借地料 2,638 2,657

　　　租税課金 639 681

　　　減価償却費 1,495 1,551

　　　貸倒引当金繰入額 1 ―

　　　その他の諸経費 5,411 10,655 5,528 10,804

　　　　合計 25,84467.1 26,06666.3

　　　営業利益 1,4173.7 1,7924.6

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 ※１ 506 703

　２　受取配当金 25 22

　３　その他の収益 77 609 1.6 77 803 2.0

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 924 1,111

　２　シンジケートローン
　　　手数料

480 ―

　３　その他の費用 64 1,4683.8 66 1,1773.0

　　　経常利益 558 1.5 1,4183.6
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　 第81期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　関係会社株式売却益 ― 28

　２　前期損益修正 ※２ 15 15 0.0 ― 28 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 130 316

　２　貸倒引当金繰入額 ※３ 364 338

　３　商品券回収損引当金
　　　繰入額　　

― 106

　４　ゴルフ会員権評価損 ― 495 1.3 13 773 2.0

　　　税引前当期純利益 77 0.2 673 1.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

△1 △0.0 18 0.0

　　　当期純利益 79 0.2 655 1.7
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③ 【株主資本等変動計算書】

第81期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,080 ― △695 △33 2,351

事業年度中の変動額

　新株の発行 15,021 14,980 30,001

　当期純利益 79 79

　自己株式の取得 △4 △4

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

15,021 14,980 79 △4 30,076

平成19年３月31日残高(百万円) 18,102 14,980 △616 △37 32,427

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 25 ― 2,371 2,397 4,749

事業年度中の変動額

　新株の発行 30,001

　当期純利益 79

　自己株式の取得 △4

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

15 △79 △63 △63

事業年度中の変動額合計
(百万円)

15 △79 ― △63 30,012

平成19年３月31日残高(百万円) 41 △79 2,371 2,333 34,761

　

EDINET提出書類

株式会社ロイヤルホテル(E04540)

有価証券報告書

72/95



第82期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 18,102 14,980 △616 △37 32,427

事業年度中の変動額

　当期純利益 655 655

　自己株式の取得 △5 △5

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 655 △5 650

平成20年３月31日残高(百万円) 18,102 14,980 39 △43 33,078

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 41 △79 2,371 2,333 34,761

事業年度中の変動額

　当期純利益 655

　自己株式の取得 △5

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△27 △172 △200 △200

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△27 △172 ― △200 450

平成20年３月31日残高(百万円) 13 △252 2,371 2,133 35,211
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重要な会計方針

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価

基準および評価方法

　　　時価法

２　デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価

基準および評価方法

同左

３　たな卸資産(貯蔵品)の評価基準及び評価方法

　　移動平均法による原価法

３　たな卸資産(貯蔵品)の評価基準及び評価方法

同左

４　固定資産の減価償却の方法

　　定額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物 ８年～39年

構築物 10年～20年

機械及び装置 ６年～９年

車両及び運搬具 ６年～９年

工具・器具及び備品 ３年～８年

　　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

４　固定資産の減価償却の方法

同左

５　繰延資産の処理方法

　　株式交付費

　　株式交付のときから３年間にわたり定額法により償却

しております。

５　繰延資産の処理方法

　　株式交付費

同左

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員賞与支給に備えるため、翌期支給見込額のう

ち、当期の計算期間に対応する金額を計上してお

ります。

　(2) 賞与引当金

同左
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　 第81期
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。

　　　会計基準変更時差異については、15年による按分額を

費用処理しております。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(11年)による定額法により

費用処理しております。

　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額法に

より発生時の翌期から費用処理しております。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(4) 　　　　　　　　――― 　(4) 商品券回収損引当金

　　　一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品券に

ついて、将来の回収時に発生する損失に備えるた

め、過去の実績に基づく将来の回収見込額を計上

しております。

７　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

７　リース取引の処理方法

同左

８　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理によっております。

８　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　（ヘッジ手段）

　　　金利スワップ

　　（ヘッジ対象）

　　　借入金の利息

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　(3) ヘッジ方針

　　　金利スワップについては、借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ取引を行っており、

投機目的によるデリバティブ取引は行っておりま

せん。

　(3) ヘッジ方針

同左

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価しております。

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のための重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

９　その他財務諸表作成のための重要な事項

　(1) 消費税等の会計処理

同左

　(2) 連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用しております。

　(2) 連結納税制度の適用

同左
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会計方針の変更

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は、34,841百万円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

　　　　　　　　　　　―――

―――

 

(商品券回収損引当金） 

　一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品券につ

いて、従来、回収時に損失処理しておりましたが、「租税

特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会　平成19年４月13日　監査・保証実

務委員会報告第42号）が公表されたことに伴い、当事業

年度から、将来の回収時に発生する損失に備えるため、過

去の実績に基づく将来の回収見込額を商品券回収損引当

金として計上しております。 

　なお、この変更により、当期首時点で計上すべき過年度

の引当金繰入相当額106百万円を特別損失として計上し

ております。この結果、従来の方法によった場合と比べ、

経常利益は5百万円、税引前当期純利益は111百万円それ

ぞれ減少しております。 

　

表示方法の変更

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(損益計算書)

　損益計算書上、前事業年度まで、売上高を「営業収益」

として、また売上原価と販売費及び一般管理費とを一括

して「営業費用」としてそれぞれ表示しておりました

が、当事業年度より明瞭に表示するため、「営業収益」を

「売上高」として、また「営業費用」を「売上原価」と

「販売費及び一般管理費」とに区分して表示しておりま

す。

　なお、前事業年度の売上総利益は26,796百万円でありま

す。

―――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第81期

(平成19年３月31日)
第82期

(平成20年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産

建物 19,012百万円

土地 13,260百万円

計 32,272百万円

　　　根抵当権を設定しております。
　
　　　担保付債務

１年内に返済予定の
長期借入金

2,475百万円

長期借入金 43,352百万円

計 45,828百万円

※２  このうち211百万円は商品券発行にかかる供託金

として、大阪法務局宛差し入れております。

※３　事業用土地の再評価に関する事項

      土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づき、事

業用の土地の再評価をおこない、再評価差額から

再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額

を土地再評価差額金として純資産の部に計上して

おります。

    ①　再評価の方法

      土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号(路線価に基

づいて時点修正等合理的な調整をおこなう方法)

及び上記同施行令第２条第５号(鑑定評価による

方法)により算出しております。

    ②　再評価をおこなった年月日　平成12年３月31日

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産

建物 18,902百万円

土地 13,260百万円

計 32,162百万円

　　　根抵当権を設定しております。
　
　　　担保付債務

１年内に返済予定の
長期借入金

2,337百万円

長期借入金 41,015百万円

計 43,352百万円

※２  このうち213百万円は商品券発行にかかる供託金

として、大阪法務局宛差し入れております。

※３　事業用土地の再評価に関する事項

同左

※４　内、関係会社に係るもの 8,000百万円※４　内、関係会社に係るもの 8,000百万円
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　 第81期
(平成19年３月31日)

第82期
(平成20年３月31日)

※５　財務制限条項

　　　借入金のうち、シンジケートローン契約（期末残高

46,800百万円）には財務制限条項がついており、

下記の条項に抵触した場合には、多数貸付人の請

求に基づくエージェントを通じた通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失い、借

入金元本及び利息を支払うことになっておりま

す。

　　1.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表における純資産の部の金額を

26,062百万円以上に、連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の金額を26,235百万円以上に、それ

ぞれ維持すること。

　　2.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体及び連結の損益計算書における経常損益をい

ずれも２期連続で損失としないこと。

　　3.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

連結の貸借対照表における有利子負債の合計金額

が、連結の損益計算書に記載される営業損益及び

減価償却費の合計金額を14倍した金額を２期連続

して超過しないこと。なお、有利子負債とは、連結

の貸借対照表に記載される短期借入金、１年以内

返済予定の長期借入金、長期借入金、１年以内償還

予定の社債、社債等の合計金額とし、減価償却費と

は、連結キャッシュ・フロー計算書に記載される

減価償却費の金額とする。

※５　財務制限条項

　　　借入金のうち、シンジケートローン契約（期末残高

44,400百万円）には財務制限条項がついており、

下記の条項に抵触した場合には、多数貸付人の請

求に基づくエージェントを通じた通知により、契

約上の全ての債務について期限の利益を失い、借

入金元本及び利息を支払うことになっておりま

す。 

　　1.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表における純資産の部の金額を

26,062百万円以上に、連結貸借対照表に記載され

る純資産の部の金額を26,235百万円以上に、それ

ぞれ維持すること。　

　　2.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

単体及び連結の損益計算書における経常損益をい

ずれも２期連続で損失としないこと。　

　　3.本契約締結日以降の各年度の決算期の末日における

連結の貸借対照表における有利子負債の合計金額

が、連結の損益計算書に記載される営業損益及び

減価償却費の合計金額を14倍した金額を２期連続

して超過しないこと。なお、有利子負債とは、連結

の貸借対照表に記載される短期借入金、１年以内

返済予定の長期借入金、長期借入金、１年以内償還

予定の社債、社債等の合計金額とし、減価償却費と

は、連結キャッシュ・フロー計算書に記載される

減価償却費の金額とする。　

　６　偶発債務

　　　下記の会社の銀行借入に対して、保証を行っておりま

す。

　　　　保証債務

㈱リーガロイヤルホテル小倉 89百万円

㈱リーガ中之島イン 100百万円

計 189百万円

　６　偶発債務

　　　下記の会社の銀行借入に対して、保証を行っておりま

す。

　　　　保証債務

㈱リーガロイヤルホテル小倉 84百万円

㈱リーガ中之島イン 79百万円

計 163百万円
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(損益計算書関係)

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社との取引に関するもの

　　　受取利息には関係会社からのものが、496百万円含ま

れております。

※１　関係会社との取引に関するもの

　　　受取利息には関係会社からのものが、692百万円含ま

れております。

※２　前期損益修正益の内訳は、次のとおりであります。

過年度預り金修正 15百万円

※２　　　　　　　　　　―――

※３　関係会社に対するものが、346百万円含まれており

ます。

※３　関係会社に対するものが、289百万円含まれており

ます。

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

第81期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 178 14 ― 192

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　14千株

　

第82期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 192 16 ― 209

　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　16千株
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(リース取引関係)

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物 254 155 98

工具・器具
及び備品

702 286 415

ソフトウエア 825 230 594

合計 1,781 672 1,109

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

建物 254 185 68

工具・器具
及び備品

655 335 319

ソフトウエア 926 354 571

合計 1,836 875 960

(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

(注)　　　　　　同左

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 262百万円

１年超 847百万円

計 1,109百万円

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 269百万円

１年超 691百万円

計 960百万円

(注)　　　　　　同左

　(3) 当期の支払リース料等

支払リース料 267百万円

減価償却費相当額 267百万円

　(3) 当期の支払リース料等

支払リース料 276百万円

減価償却費相当額 276百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定

額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　　　未経過リース料

１年内 245百万円

１年超 402百万円

計 647百万円

　　(貸主側)

　　　転貸による未経過リース料

１年内 12百万円

１年超 -百万円

計 12百万円

　　　なお、転貸による未経過リース料と同額の金額が、上

記の借主側の「未経過リース料」に含まれており

ます。

２　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　(借主側)

　　　未経過リース料

１年内 233百万円

１年超 169百万円

計 402百万円
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(有価証券関係)

第81期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び第82期(自　平成19年４月１日　至　平成20年

３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
第81期

(平成19年３月31日)
第82期

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

有価証券評価損 1,305百万円

退職給付引当金 1,828百万円

貸倒引当金 314百万円

繰越欠損金 3,416百万円

その他 260百万円

繰延税金資産小計 7,125百万円

評価性引当額 △7,125百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △28百万円

繰延税金負債合計 △28百万円

差引：繰延税金負債純額 △28百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産

有価証券評価損 1,294百万円

退職給付引当金 1,726百万円

貸倒引当金 319百万円

繰越欠損金 2,737百万円

その他 344百万円

繰延税金資産小計 6,421百万円

評価性引当額 △6,421百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

　　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △9百万円

繰延税金負債合計 △9百万円

差引：繰延税金負債純額 △9百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

　　(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 39.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△11.0％

住民税均等割 29.6％

繰越欠損金等 △100.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.6％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

　　(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△1.1％

住民税均等割 3.1％

繰越欠損金等 △44.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.7％

　

(企業結合等関係)

第81期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び第82期(自　平成19年４月１日　至　平成20年

３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
第81期

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

第82期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) １株当たり純資産額 192.75円(1) １株当たり純資産額 197.18円

(2) １株当たり当期純利益 0.88円(2) １株当たり当期純利益 6.40円

(3) 潜在株式調整後
　　１株当たり当期純利益

0.65円
(3) 潜在株式調整後
　　１株当たり当期純利益

4.50円

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

純資産の部の合計額 34,761百万円

純資産の部の合計額から
控除する金額

15,000百万円

普通株式に係る純資産額 19,761百万円

１株当たり純資産額の算定に
用いられる期末の普通株式の数

102,523千株

　

なお、純資産の部の合計額から控除する金額の内訳は、Ａ

種優先株式に係る純資産額であります。

　

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。

損益計算書上の当期純利益 79百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 79百万円

普通株式の期中平均株式数 89,887千株

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下の通りであります。

損益計算書上の当期純利益 79百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 79百万円

　

普通株式の期中平均株式数 89,887千株

普通株式に転換した場合の
優先株式の期中平均株式数

31,278千株

潜在株式調整後普通株式の
期中平均株式数

121,166千株

１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。

純資産の部の合計額 35,211百万円

純資産の部の合計額から
控除する金額

15,000百万円

普通株式に係る純資産額 20,211百万円

１株当たり純資産額の算定に
用いられる期末の普通株式の数

102,506千株

　

なお、純資産の部の合計額から控除する金額の内訳は、Ａ

種優先株式に係る純資産額であります。

　

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。

損益計算書上の当期純利益 655百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 655百万円

普通株式の期中平均株式数 102,514千株

　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基

礎は、以下の通りであります。

損益計算書上の当期純利益 655百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 655百万円

　

普通株式の期中平均株式数 102,514千株

普通株式に転換した場合の
優先株式の期中平均株式数

43,252千株

潜在株式調整後普通株式の
期中平均株式数

145,767千株

　

(重要な後発事象)

第81期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)及び第82期(自　平成19年４月１日　至　平成20年

３月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

      有価証券の金額が資産の総額100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定によ 

　　　り記載を省略しております。

　
　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

建物 53,8951,248 836 54,307 33,0221,212 21,285

構築物 924 9 ― 934 741 17 192

機械及び装置 2,095 93 168 2,019 1,590 70 429

車両及び運搬具 197 0 48 149 137 3 12

工具・器具
及び備品

4,617 314 867 4,064 3,061 231 1,003

土地 14,322 ― ― 14,322 ― ― 14,322

有形固定資産計 76,0531,667 1,92175,798 38,5531,535 37,245

無形固定資産

借地権 2 ― ― 2 ― ― 2

ソフトウェア 89 10 11 88 54 15 33

ソフトウェア
仮勘定

31 64 ― 96 ― ― 96

電話施設利用権 22 ― 3 19 0 ― 19

無形固定資産計 146 74 15 206 55 15 151

繰延資産

株式交付費 91 ― ― 91 53 30 38

繰延資産計 91 ― ― 91 53 30 38

(注) 当期増加額のうち主なものは下記のとおりであります。

建物 リーガロイヤルホテル（大阪） メインロビー改装工事 　　 228百万円

リーガロイヤルホテル（大阪） ウエストウイング客室シングルルーム改装工事 　　 137百万円

リーガロイヤルホテル（大阪） 地下１階パレロイヤル広場改装工事 　　 108百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 7,060 357 1,393 19 6,003

賞与引当金 254 253 254 ― 253

商品券回収損引当金 ― 124 12 ― 111

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、債権の回収によるもの１百万円、洗替による取崩額18百万円でありま

す。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 242

預金

　当座預金 48

　普通預金 747

　定期預金 5

小計 801

合計 1,044

　

②　売掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友カード 222

㈱ジェーシービー 83

三菱ＵＦＪニコス㈱ 74

㈱大丸 70

㈱ジェーティービー 63

その他 1,705

合計 2,219

　

発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高

(A)

(百万円)

当期発生高

(B)

(百万円)

当期回収高

(C)

(百万円)

次期繰越高

(D)

(百万円)

回収率(％)
　

(
C
)×100

A＋B
　

滞留期間(日)

(A＋D)×
１
２

　

B
366

2,352 29,712 29,845 2,219 93.08 28.16

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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③　貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

料理材料(缶詰、調味料、その他) 60

飲料材料(洋酒、ビール、日本酒、その他) 165

ホテル製品(スモーク製品、クッキー、その他) 58

雑貨等(消耗品、その他) 85

合計 370

　

④　関係会社長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱アール・ピー・ビルディング 22,600

㈱リーガロイヤルホテル新居浜 9,052

㈱リーガロイヤルホテル広島 8,620

㈱リーガロイヤルホテル小倉 8,278

㈱リーガ中之島イン 70

合計 48,620

　

⑤　長期差入保証金

　

項目 金額(百万円)

リーガロイヤルホテル東京敷金 8,000

大阪国際会議場敷金 60

寮・社宅入居保証金 30

泉ヶ丘カントリークラブ契約保証金 25

その他 14

合計 8,130
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負債の部

①　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱日比谷花壇 46

㈱扇屋 43

㈱三芳園 31

㈱石田写真館 31

カワトミフーズ㈱ 29

その他 886

合計 1,070

　

②　長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 11,377

住友信託銀行㈱ 7,955

㈱みずほ銀行 7,862

㈱新生銀行 4,625

日本生命保険(相) 4,132

その他 12,580

小計 48,532

１年以内に返済予定の長期借入金 2,617

差引計 45,915
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

単元株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料
　
株券喪失登録
　　株券喪失登録料
　　株券登録料

不所持株券の交付及び喪失による再発行の場合株券１枚につき印紙税相当額
　
　
１件につき　10,250円（消費税別）
１枚につき　 　360円（消費税別）

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。但し、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して公告しま

す。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載します。そのアドレスは次のとおりで

す。

http://www.rihga.co.jp

株主に対する特典

毎年３月31日現在及び９月30日現在の株主に対し、「株主ご優待券」を、次の基準によ

り発行します。

所有株式数
(イ)宿泊
優待券

(ロ)飲食
優待券

(ハ)婚礼
優待券

利用ホテル

1,000株以上2,000株未満 10　枚 6　枚 2　枚
リーガロイヤルホテル(大阪)
リーガロイヤルホテル堺
リーガロイヤルホテル京都
リーガロイヤルホテル東京
リーガロイヤルホテル広島
リーガロイヤルホテル新居浜
リーガロイヤルホテル小倉

2,000株以上5,000株未満15 9 3

5,000株以上10,000株未満20 12 4

10,000株以上50,000株未満40 24 8

50,000株以上100,000株未満50 30 10

100,000株以上 75 45 15

(イ)宿泊優待券(１枚)……１泊１室 客室料金の50％割引

(ロ)飲食優待券(１枚)……直営レストラン・バー１回飲食料金の20％割引

　　　　　　　　　　　 〔但し、１回のご利用金額は15万円(15万7,500円)<割引額３万円(３万

1,500円)>を限度とさせていただきます。〕

　　　　　　　　　　　 ※(　)内の料金には税金・サービス料が含まれております。

(ハ)婚礼優待券(１枚)……披露宴の料理・飲料料金の８％割引

　　　　　　　　　　　 〔但し直予約分のみとし、直営宴会料理・直営レストラン料理に限りま

す。〕

有効期間は半年間(３月31日現在の株主は12月31日まで、９月30日現在の株主は７月10

日まで)とします。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)臨時報告書
　
平成19年５月18日
関東財務局長に提出

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項
第９号(代表取締役の異動)に基づく臨時報告書であります。

(2)
　
有価証券報告書
及びその添付書類

　
事業年度
(第81期)

　
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

　
平成19年６月28日
関東財務局長に提出

　
(3)
　

有価証券報告書
の訂正報告書

平成19年９月27日
関東財務局長に提出

上記(2)有価証券報告書の訂正報告書であります。

(4)
　
半期報告書
 

　
(第82期中)

 

　
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

　
平成19年12月14日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ロイヤルホテル(E04540)

有価証券報告書

91/95



独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

株式会社ロイヤルホテル

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　桑　　野　　知　　泰　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　沼　　照　　夫　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　　　　浩　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ロイヤルホテルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ロイヤルホテル及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社ロイヤルホテル

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　沼　　照　　夫　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　西　　野　　勇　　人　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ロイヤルホテルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ロイヤルホテル及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品

券について、回収時に損失処理する方法から、過去の実績に基づく将来の回収見込額を商品券回収損引当金として計上す

る方法に変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月27日

株式会社ロイヤルホテル

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　桑　　野　　知　　泰　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　沼　　照　　夫　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　　　　浩　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ロイヤルホテルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ロ

イヤルホテルの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社ロイヤルホテル

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　沼　　照　　夫　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士　　西　　野　　勇　　人　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ロイヤルホテルの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ロ

イヤルホテルの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品券につ

いて、回収時に損失処理する方法から、過去の実績に基づく将来の回収見込額を商品券回収損引当金として計上する方法

に変更した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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